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第1章 序論 

 

1-1 世界のエネルギー消費状況及び国内の政策 [1] 

世界のエネルギー消費量は経済成長と共に増加しており、2019 年に石油換算で 139 億 t に

達した(図 1-1)。特に 2000 年代以降のエネルギー消費量の伸びはアジア太平洋地域において

増加している。一方、経済成長率の低下、低い人口増加率、産業構造の変化、省エネルギー

技術の進歩により先進国のエネルギー消費増加率は鈍化した。その結果、世界のエネルギー

消費量に占める先進諸国の割合は 2018 年で 40.0%となった、発展途上国では今後もエネル

ギー消費量が増加するため、エネルギー効率を高めることは課題とされている。世界のエネ

ルギー源別のエネルギー消費量を図 1-2 に示す。現在も石油は最も利用されるエネルギー源

であり、その消費量は 1965 年から 2019 年にかけて増加し(年平均増加率 2.1%)、エネルギ

ー消費全体に対する割合は 33.1%である(2019 年)。石炭は中国やアジア地域で安価な発電用

燃料として消費量が増加したが(年平均増加率 1.8%)、近年の中国での需要鈍化や米国にお

ける天然ガス代替によりエネルギー消費全体に対しての割合は 27%(2019 年)である。天然

ガスは発電用、都市ガス用に利用され、年平均増加率は 3.3%である。原子力、再生エネル

ギーの年平均増加率はそれぞれ 8.9%、12.6%と最も大きいが、2019 年ではエネルギー消費

全体でそれぞれ 4.3%、5.0%とシェアは小さい。近年は太陽光発電や風力発電のコストが低

下しているため、再生エネルギーのシェアは増えると予想されている。 

 図 1-3 は世界の原子力発電設備容量の推移を示している。化石燃料資源の確保における国

際競争の緩和や地球温暖化対策のため、特にアジアで原子力設備容量が増加している。欧米

地域では新規の原子力発電所が建設される頻度は低いが、出力増強及び設備利用率の向上

により発電電力量は増加している。また、エネルギー需要の増加により新興国を中心に原子

炉の導入や増設の検討が行われている。 

国内の一次エネルギー供給を図 1-4 に示す。2011 年 3 月に発生した東北大震災のため、

2012 年 5 月で国内における全ての原子力発電所は停止した。それによる不足電力を補うた

めに石油の割合は 44.5%まで増加した。その後、2015 年 9 月に新規制基準の施行後初めて

九州電力川内原子力発電所が再稼働され、順調に原子炉の再稼働が進み施設稼働率が上昇

した。再生エネルギーの導入も進んだため石油の割合は 2019 年度で 37.1%と 1965 年以降で

最低の割合になり、原子力設備利用率は 20.9%となった。 

 日本ではエネルギー問題及び環境問題を解決する手段として核融合炉エネルギーが大い

に期待されている。文部科学省 科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 核融合科

学技術委員会は原型炉の技術開発課題の項目ごとに解決のためのアクションプラン[2]と、

原型炉建設及び実用化に向けた原型炉研究開発ロードマップを策定した[3]。これらの計画

に基づいて量子科学技術研究開発機構(QST)、核融合科学研究所(NIFS)、大学、産業界が参

画し、国際協力を効率的に活用しながら国内の核融合研究開発を実施している。後述の ITER

計画を補完・支援し、原型炉に必要な技術基盤の確立を行う活動(BA:幅広いアプローチ)が
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日欧協力の基、実施されている。2020 年 4 月からは「BA フェーズ II」と位置づけ、後述の

核融合実験装置 JT-60SA を用いた実験が行われ[3]、2050 年代には核融合炉を実用化するよ

う計画されている[3] 

 

1-2 核エネルギーの利用 

 核エネルギーとは核分裂反応や核融合反応により放出されるエネルギーである。本節で

は核分裂反応または核融合反応を用いて電力を得ることを目的とした核分裂炉及び核融合

炉について説明する。 

 

 1-2-1 核分裂炉 

核分裂炉はウランやプルトニウムなどの原子の核分裂を利用した原子炉である。核分

裂炉は熱中性子を利用する熱中性子炉と高速中性子を用いる高速炉に大別される。日本

を含めて世界で最も利用される原子炉は軽水炉である。軽水炉とは軽水を減速材として

用いる熱中性子炉である。軽水炉に用いるウラン燃料では、235U 原子が熱中性子を吸収す

ると核分裂を起こし、2~3 個の原子核、中性子、エネルギーが発生する。この反応で生じ

た中性子は減速材にて減速され熱中性子になり、別の 235U 原子に吸収されることで新た

な核分裂が連鎖的に起こる。軽水は安価に利用できる利点があるが、水の中性子吸収断面

積が無視できない大きさであるため 235U を濃縮する必要がある。軽水炉は沸騰水型原子

炉(BWR)と加圧水型原子炉(PWR)の 2 種類に分類され、どちらも加熱された軽水を用いて

発電を行う。BWR は 1 次系で生じた水蒸気で直接タービンを回転させることで発電する、

PWR では高圧の 1 次系の軽水を熱交換器に経由して発生した 2 次系の蒸気でタービンを

回すという違いがある。 

原子炉の運用に関して、日本はウラン燃料資源量と放射性廃棄物についての課題を解

決する必要がある。ウラン燃料を熱中性子炉のみに使用した場合、世界での消費量からウ

ラン可採年数は 100 年程度と予想されている。そのため、日本では MOX 燃料を利用して

ウランの再利用を図ることや、核燃料サイクルの成立に必須である高速炉の実用化に向

けて研究が行われている。しかし、日本の高速原型炉である「もんじゅ」の廃炉が決定し

たため、現在は高速実験炉「常陽」再稼働のための活動や、新たな高速炉建設に向けての

研究が行われている。放射性廃棄物の処理は廃止措置と同様に最も深刻な問題である。日

本の放射性廃棄物処分法は以下のように想定されている。再処理施設や MOX 燃料加工施

設から発生する長半減期低発熱放射性廃棄物(TRU 廃棄物)を含む低レベル放射性廃棄物

については、原子力事業者などが処分に向けて取り組むことになっている。放射線レベル

や処分する深度の違いにより、トレンチ処分、ピット処分、中深度処分、地層処分のいず

れかの方法で処分することになっている。しかしながら、放射性物質の処分は将来世代に

とって負担になるため、放射線廃棄物の減容化、有毒度低減に向けた取り組みが行われて

いる。高速炉はマイナーアクチニドなどの長寿命核種の燃焼が可能であるため、放射性廃

棄物処理においても重要である。 
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1-2-2 核融合炉 

核融合炉とは核融合反応を利用した原子炉である。核融合反応は 2 個の原子核が接近

した際、量子トンネル効果によりそれらが融合する反応である。核融合炉では D-D 反応、

D-T 反応、D-He 反応のいずれかの反応を用いるが、その中で最も臨界プラズマ条件が緩

い D-T 反応を用いた核融合炉を最初に実用化することを目指している。以下に D-T 反応

を示す。 

D+T→α(3.52 MeV )+n (14.1 MeV ) 

   D(重水素)と T(トリチウム)原子核が核融合反応を起こすにはそれらを数 10 KeV のエ

ネルギーを持ったプラズマにし、イオンの熱運動で原子核同士を衝突させる必要がある。

核融合炉には現在商用利用されている原子炉(軽水炉・高速炉)と異なる安全性がある。核

融合反応は基本的に恒星でのみ起こる反応であるため、プラズマ装置を用いて臨界プラ

ズマ条件を満たさねば反応が起こらない。従って、通常運転時に望まれないインシデント

が発生すると核融合反応は停止する。運転時に DT 反応で発生する中性子により放射性廃

棄物が発生するが、ウランなどの核分裂性物質を使用しないため、冷却した後に低レベル

放射性廃棄物として処分することが可能である。DT 反応に必要な重水素は、存在比が

0.015%であるため河川や海などの水を構成する水素から同位体分離により調達できる。

一方、トリチウムは存在比が非常に小さく、半減期が約 12 年の放射性核種である。従っ

てトリチウムについては人工的に製造し、法規制を遵守するように管理する必要がある。

核融合炉運転時には常にトリチウムを供給する必要があるため、DT 反応で生じる中性子

をブランケット中の 6Li に照射することで運転を行いながらトリチウムを製造すること

が基本的な考え方である。 

 

1-3 核融合炉の研究開発状況 

核融合炉発電を実現させるには磁場又は慣性によりプラズマを閉じ込め、臨界プラズマ

条件を達成しなければならない。臨界プラズマ条件とは高温プラズマを閉じ込めるために

使用するエネルギーと核融合反応により生じるエネルギーが等しくなる条件である。これ

まで日本の JT-60/JT-60SA[4,5]、LHD[6]、EU にある JET[7]などのプラズマ発生装置による実

験が行われており、現在では国際熱核融合実験炉(ITER)[8]が建設中である。これらの実験炉

の概要と今後各国で建設される予定である原型炉(DEMO)についての概要を説明する。 

 

1-3-1 JT-60/JT-60SA (JAERI Tokamak 60) [4,5] 

JT-60 とは 1985 年から旧日本原子力研究所により国内で建設されたトカマク型プラズ

マ実験装置である。ITER の建設・運転に必要な炉心プラズマ技術、原型炉、超高温プラ

ズマ物理の解明に関する研究開発を目的として運用された。1998 年に DD プラズマによ

る実験で等価エネルギー増倍率 Q=1.25 を達成した[9]。また、2006 年には 28.6 s のプラズ

マ持続時間を達成した[10]。 



4 

 

その後、核融合エネルギーの早期実現のために、ITER 計画と並行して日本と欧州の欧

州原子力共同体による共同プロジェクトが計画された。この計画では BA(幅広いアプロ

ーチ)と Japanese National Fusion Programme に基づいた JT-60 の改修により JT-60SA が建設

された。2007 年に着工が行われ、装置本体は 2020 年 3 月に完成し、関連機器は同年   

10 月に組立が完了した。JT-60SA には以下の三つの目的がある。一つ目は、臨界条件を満

たすプラズマを長時間(100秒程度)維持する実験を行い、その成果を ITERに反映させる。

二つ目は、原型炉で必要となる高圧力プラズマを 100 秒程度維持することである。これに

より原型炉の運転手法を確立する。三つ目は ITER 計画をはじめとする核融合研究開発を

主導できる研究者・技術者の育成を行うことである。 

 

 1-3-2 大型ヘリカル装置(LHD) [6] 

  LHD とは NIFS により 1990 年から建設されたヘリカル型プラズマ装置である。ヘリカ

ル型はトカマク型と異なり、らせん状のコイルを周回させることでねじれた閉じ込め磁

場を生成する。これにより定常運転が容易であり、ディスラプションが原理的に生じない

利点を持つ。1997 年 12 月に装置が完成し、1998 年 3 月にファーストプラズマが行われ

た。LHD 計画ではヘリカル型の核融合炉設計につながるプラズマ性能向上、トカマク型

も含むトーラスプラズマに共通する物理の理解のための研究が進められている。プラズ

マを約 1 時間閉じ込めることができるが、エネルギー閉じ込め時間は 0.1 秒程度になる。

2017 年 3 月より重水素を用いた実験が行われており、2020 年度に 10 keV のイオン温度

を達成した。また、重水素と軽水素を用いた実験により核弾性散乱による核融合反応率の

上昇が観測されたことが報告されている[11]。 

 

 1-3-3 欧州トーラス共同研究施設(JET) [7] 

  JET は英国に建設されたトカマク型核融合実験装置である。1979 年に建設が行われ、

1983 年から実験が行われている。1991 年に世界で初めてトリチウムを使用する実験が行

われた[12]。1997 年には 16 MW の熱出力を達成した[13]。2020 年には ITER 計画のため

にトリチウムを使用するための改修が行われ、2021 年から重水素とトリチウムを用いる

実験が行われている。 

 

  1-3-4 国立球状トーラス実験(NSTX) [14] 

  NSTX は米国に建設された球状トカマク型プラズマ装置である。球状トカマク装置はア

スペクト比(トーラスの大半径と小半径の比)が 2 以下になる装置を指し、プラズマの形状

は球状になる。この形状はプラズマ閉じ込めの観点では有利になるが、通常のトカマク装

置に比べ装置を配置するスペースが少なくなるためコイルの超電伝導化が困難になる。

NSTX は 1999 年 2 月にファーストプラズマが得られた。NSTX は 2015 に NSTX-U に改

修されたが、ポロイダルコイルの問題により現在まで修理が継続されている。 
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  1-3-5 Wendelstein 7-x (W 7-x) [15] 

  W 7-X はドイツに建設されたヘリカル型プラズマ装置である。この装置に使用されて

いる 50体の 3Dモジュラーコイルと 20 体の平面コイルは最適な磁場配位を達成するため

にシミュレーションコードを活用して設計された。2005 年に建設が開始され、2015 年  

12 月にファーストプラズマを達成した。 

 

  1-3-6 超電導トカマク型核融合実験装置(EAST) [16] 

   EAST はプリンストンプラズマ物理研究所(PPPL)とゼネラルアトミックス社(GA)の設

計協力により、中国にて建設されたトカマク型核融合実験炉である。2000 年に建設が開

始され、2006 年にファーストプラズマが得られた。この装置で得られた知見は ITER に利

用すると計画されている。 

 

  1-3-7 Korea Superconducting Tokamak Advanced Research (KSTAR) [17] 

  KSTAR とは PPPL で建設予算が得られなかった超電導トカマクの設計を基に大韓民国

に建設されたトカマク装置である。この装置の設計では接線視野が大きなポートが多い

ため、計測が容易である。ファーストプラズマは 2008 年に達成した。この装置に備わる

プラズマ発生装置は日本原子力研究開発機構(JAEA)から無償貸与されたものである。 

 

 1-3-8 国際熱核融合実験炉(ITER) [8] 

ITER とは国際協力によりフランスで建設されているトカマク型の熱核融合実験炉であ

る。ITER は既存のトカマク型実験炉より大きく、400 s の運転時間と 500 MW の出力を達

成するよう設計されている。ITER 計画では核融合炉技術の実証を目的としており、エネ

ルギー増倍率(Q 値)が 10 以上のプラズマを 400 s 以上維持する、超電導コイルや加熱装置

などの統合した核融合工学技術の有効性を実証する、ブランケットなどの機器試験と安

全性の実証が技術的な目標として掲げられている。世界で初めて核融合炉に装荷したブ

ランケットによりトリチウムを製造する試験を実施する予定である。現地点では 2025 年

にファーストプラズマを、2035 年に DT プラズマによる実験を予定されている。 

 

  1-3-9 核融合原型炉(DEMO) 

DEMO とは ITER 計画後に建設される核融合炉であり、実際の安定した発電、実用化の

ための運転技術とトリチウムの増殖を確立することが目標である。DEMO 計画は各国が

独自に行うため、各国の設計と詳細な目的は異なっている。 

日本の DEMO 計画では[18]、DEMO に要求される目標として、発電所クラスの安定し

た発電と稼働率、商業炉で計画されているリモートメンテナンススキーム、トリチウムの

自己供給を実証することが設定されている。強固な設計を行うため、2015 年に「Joint 

Special Design Team for Demo Fusion」設立された。量子科学研究機構(QST)、核融合科学研
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究所(NIFS)、大学、製造メーカーがこのチームに参加している。2025 年までに有望な

DEMO 概念の開発を行い、以降では研究開発項目と技術仕様を設定する。2050 年代に核

融合炉の商業運転を達成する事を目標としている。現在検討している DEMO はトカマク

型で、固体ブランケット-水冷却方式を採用している。これは既に軽水炉で確立している

技術を採用することで DEMO 用の新規の技術開発コストを最小限にするためである。 

欧州では[19]、EUROfusion の枠組みにより DEMO の開発が行われている。DEMO の目

標は 21 世紀半ば頃に数百 MW の電力を発電し、閉じたトリチウムサイクルで核融合炉

を運転すると想定されている。そのロードマップでは ITER 計画で得られた基礎技術を用

いて開発リスクに対する保守的な外挿を行うなど、ITER 計画に基づいた開発が行われる

ことが原則である。そのため、欧州 DEMO 計画は ITER 計画のスケジュールに依存して

いる。ただし、両計画は並行して進められている。また、欧州は 2011 年頃から DEMO 先

行概念設計研究に協力して取り組んでいるため、多くの技術的成果を日本と共有してい

る。 

ロシアでは[20]、1991 年からトカマク型の実証核融合炉の概念設計研究が行われてい

る。DEMO の主な目的は商業炉レベルの核融合エネルギーの実用性と経済的な競争力を

評価し、将来の核融合炉の最適な物理的、技術的、経済的特性をより良く明確にすること

である。DEMO のパラメータは ITER 技術の外挿により設定される。ロシア国内で行う核

融合炉材料試験は液体金属高速炉 BN-600 で行う予定である。また、放射性廃棄物として

処理される構造材の再利用が検討されている。1990 年代初めには定常運転に関するデー

タが不足していたため、1991-1996 年にパルス運転型の DEMO-P が開発された。工学的な

制約がパルス運転を行う核融合炉の性能を制限するために経済性が悪化することが示唆

された。その後得られた結果では定常運転を達成することが示された。ここで得られた結

果と ITER に関する研究の知見を基に、1997 年から定常型原型炉である DEMO-S の包括

的な技術分析が行われた。DEMO-S の工学設計は 2022 年までに完了し、2024 年に建設が

行われる予定である。 

インドでは[21]、2050 年までに核融合発電所を実現するために、DEMO を 2037 年に建

設することを計画している。この DEMO は 1 GW の電気出力を得ることを目的としてい

る。その前段階として定常型トカマク SST-2 の建設を 2027 年まで行うことを計画してい

る。SST-2 の目的は将来の DT 核融合炉のために提案された装置を試験・認定することで

ある。SST-2 は He 冷却ダイバータなどの独自に開発した装置の統合試験を行うことがで

きる。また、装置の外側を増殖ブランケット、内側を遮蔽ブランケットで覆った試験を行

う予定である。 

 

中国では[22, 23]、2050 年から 2060 年に最初の商業炉である Prototype Fusion Power Plant 

(PFPP)を建設することを計画されている。そのために Fusion Design Study (FDS)シリーズ

と名付けられた計画が進められ、それとは別途に China Fusion Engineering Test Reactor 
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(CFETR)の設計が行われている。FDS シリーズの目的は中性子、電磁気、材料、構造解析

に関するブランケット設計の最適化に重点を置き、核融合炉の実現可能性を検討するこ

とである。同時に安全性、環境、経済的な実現可能性も検討する。CFETR の目的は ITER

と DEMO のギャップを埋めることを目的としている。CFETR には 2 つのフェーズが計画

されている。フェーズ I では 2030 年代に運転を開始し、定常運転とトリチウムの自給自

足を達成することが目標である。その後改修を行い、フェーズ II の運転を行う。ここで

は DEMO として運用を行い 1 GW 以上の出力を達成することが目標になる。 

 

1-4 核融合炉へのトリチウム供給 

核融合炉は運転を行いながらブランケットにより消費量以上のトリチウムを製造するよ

う設計されているが、運転開始時には必要量のトリチウムを保有する必要がある。トリチウ

ムの燃焼率やトリチウム循環系にトリチウムが付着することによるトリチウム回収率への

影響を考慮し、様々な方法で必要量が見積もられた。DEMO に必要な初期装荷量は ITER か

らの外挿により最大 2,960 g と試算されている[24]。初期保有トリチウムとは別途に、原型

炉建設前に行うトリチウム循環およびブランケットシステムに関する炉工学試験には 100 g

以上のトリチウムが必要になる。本節では実施及び検討されている核融合炉供給用トリチ

ウムの製造方法、国内外のトリチウム供給について説明する。 

 

1-4-1 CANDU 炉による供給 [25] 

  ITER 計画に必要なトリチウムは、CANDU 炉という重水炉から供給する予定である。

CANDU 炉は冷却材と減速材が重水である熱中性子炉で、D(n,γ)T 反応により副産物とし

て生じるトリチウムを利用する。熱出力 2 GW の CANDU 炉からのトリチウム製造量は

130 g/year[26]であるため、核融合炉にトリチウムを供給するために多くの CANDU 炉が

必要になる。しかし、CANDU 炉で製造したトリチウムは ITER に供給する契約により、

原型炉への供給量は制限される。原型炉への供給可能量については節 1-4-5 で説明する。 

 

 1-4-2 重水素-重水素(DD)スタートアップによる供給 

初期装荷分のトリチウムを DD 核融合反応により供給することが提案されている。 

DD 核融合反応は以下のように起こる。 

D+D→T(1.01 MeV )+p(3.03 MeV ) 

D+D→3He(0.82 MeV )+n(2.45 MeV ) 

これらの反応によりトリチウムと中性子が発生する。プラズマ中に発生したトリチウ

ムは DT 反応により中性子が発生し、DD 反応由来の中性子と共にブランケットでトリチ

ウムを生成する。これによりトリチウムは原型炉のトリチウム増殖率(TBR)に従い増殖さ

れる。運転では DD プラズマのみから徐々にプラズマ中のトリチウム濃度を増加させる

ことで最終的に定格運転に到達する。しかし、DD 反応の断面積は DT 反応より小さいた
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め、プラズマを維持するために中性粒子ビームや外部電力が必要になり、定格運転を行う

まで外部からの電力を消費する。従って、この手法は初期保有トリチウムを低減させるた

めに活用する事が検討されており、初期保有トリチウムは数 100 g であると報告されてい

る[27]。 

 

1-4-3 軽水炉による軍事用トリチウム製造 

軽水炉に Li 化合物を炉心に装荷し、6Li(n,α)T 反応によりトリチウムを製造する手法が

存在する[28]。図 1-5(JENDl-4.0 より引用)[29]が示すように 6Li(n,α)T 反応の断面積は

D(n,γ)T 反応より非常に大きいため、効率的にトリチウムを製造できる。また、軽水炉は

世界各国で発電に用いられており、既に十分な運転実績がある。しかし、以下の軽水炉の

特徴から Li の装荷方法は制限される。中性子の移動距離は数 cm であるため、Li を燃料

棒の近くに配置する必要がある。Li は水と反応しやすく、トリチウムは水分子の水素原

子と同位体交換を起こすことで回収が難しくなるので。それらが水と接触しないよう容

器に密封するなどの対策が必要である。このような制約はあるが、米国では年間 1.5 kg の

核兵器用トリチウム需要(START II 条約に基づく)を満たすために、Watts Bar 原子力発電

所で Tritium Production Burnable Absorber Rod(TPBAR)を用いてトリチウムを製造している

[30]。ただし、ここで製造したトリチウムは軍事用であるため核融合炉に利用することは

できず、また米国以外での軍事用トリチウム製造法は不明である。 

 

1-4-4 国外からの購入による供給 [31] 

 国内では旧原子力研究所のトリチウムプロセス研究棟で大量のトリチウムを使用した

実験研究が行われた。これは施設の安全な運転管理を通して大量のトリチウムの安全取

り扱いに関する知見と実績を蓄積し、核融合炉トリチウム取り扱い施設の実現に貢献す

ることが目的である。1988 年以降海外からトリチウムが購入され、ガスシリンダーで米

国から 6 回、計 16 g、IAEA 型トリチウム輸送容器でカナダから金属トリチウム化合物と

して 3 回、計 60 g 輸送された。また、将来の核融合炉用へトリチウムを 1 度に多く輸送

するために 250 g のトリチウム用輸送容器が開発された[32]。 

 

1-4-5 海外でのトリチウム供給戦略 [33] 

 海外でのトリチウム供給は主に ITER 計画とカナダの CANDU 炉の運転計画に依存し

ている。軽水炉により製造されるトリチウムは軍事用であるため、供給元として検討され

ていない。現在の ITER 計画ではカナダの CANDU 炉による DEMO 用トリチウム保有量

は最低 12.2 kg になると見込まれているが、計画の遅延によってはその保有量は 7.5 kg に

減少する可能性がある。そのため、韓国やルーマニアの CANDU 炉からトリチウムを供

給することが期待されている。最良のシナリオが実現しても CANDU 炉のみでは世界の

DEMO に十分な量のトリチウムを供給することは不可能であり、将来の長期的なトリチ
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ウム供給に関する不確実性も懸念されている。従って、小型 DEMO の建設と DD スター

トアップにより初期保有トリチウム量を下げ、より多くの DEMO にトリチウムを供給す

ることが検討されている。これは失敗時のリスクを分散し、核融合炉実現の可能性を高め

ることができると考えられている。 

 

1-4-6 高温ガス炉による供給 

現在の各国のトリチウム供給計画は、ITER 計画後の残存トリチウム量や DEMO によ

るトリチウム増殖の成功に依存しており、場合によってはトリチウム不足により DEMO

計画が遅延する可能性がある。特に日本ではトリチウムを製造する手段や有効な調達方

法が明らかにされていない。そこで、高温ガス炉に Li を装荷することによるトリチウム

製造法が提案されている[34]。高温ガス炉は第 4 世代原子炉の一つであり。炉心は黒鉛(減

速材)と He(冷却材)で構成される熱中性子炉である。冷却材出口温度は最大 950℃になる

ため、高い熱効率を持ち、地域暖房、水素製造用に利用できることが期待されている。燃

料は粒状の酸化ウランを複数のセラミック層で被覆した燃料粒子を黒鉛でペレット状に

しているため、核分裂により生成される希ガスを含む放射性物質を閉じ込めることが可

能である。また、耐熱性が高いため冷却材損失などの事故時に燃料温度が上昇した際には、

1600 ℃まで放射性物質を閉じ込めることが可能である。炉心構造材の大部分を構成する

黒鉛は放射線に強く、耐熱性に優れ、中性子吸収が少なく、熱容量が大きいという特徴を

持つ。そのため炉心溶融の懸念が無く、低レベル放射性廃棄物として処理することができ

る。冷却材は化学的に安定な He であるため、冷却材温度が上昇しても燃料や構造材に対

する反応性が低い。高温ガス炉の標準仕様では制御棒の操作を最低限にしつつ、運転に伴

う反応度の低下を補填するために中性子吸収断面積が大きな 10B を可燃性毒物(BP)とし

たホウ素(B)ロッドを燃料ブロックに装荷する。 

高温ガス炉を用いたトリチウム製造には以下の利点がある。高温ガス炉を構成する黒

鉛と He ガスは、化学的に安定であり、Li 化合物と反応しない。高温ガス炉の炉心体積は

軽水炉に代表される同熱出力の他の原子炉より大きく、炉心中の中性子束は低くなるが、

Li を装荷することが可能な領域が大きいため、6Li を濃縮せず(天然存在比 7.5%)に十分な

量の Li とトリチウム流出防止材を装荷することができる。現在提案されているトリチウ

ム製造法では既存の設計からの変更を最低限にするため、BP である 10B を 6Li へ置き換

え、トリチウム吸収体である Zr と共にアルミナ円筒に封入した Li ロッドを、図 1-6 の様

に燃料ブロックの BP 孔に装荷することを検討している。ただし、より実現性のある Li 装

荷方法が採用された場合は大きな炉心変更が行われる可能性がある。 
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1-5 高温ガス炉 

高温ガス炉は第 4 世代原子炉の一つであり。先に説明した通り炉心は黒鉛(減速材)と

He(冷却材)で構成される熱中性子炉である。ここでは高温ガス炉について詳しく説明する。

現在の高温ガス炉の燃料、減速材、冷却材、可燃性毒物には共通する以下の特徴を持つ。 

 

・燃料 

高温ガス炉の燃料は、粒状の酸化ウランを複数のセラミック層で被覆した燃料粒子を

黒鉛で焼結したペレット状である。この被覆により希ガスを含む核分裂生成物を封じ込

めることができる。被覆層の耐熱性が高いため冷却材損失などの事故時に燃料温度が上

昇した際には、1600 ℃まで放射性物質を閉じ込めることが可能である。 

 

・減速材 

減速材である黒鉛は構造材を兼ねており、高温ガス炉の炉心温度に耐えることができ

る。黒鉛は中性子吸収が少なく、耐熱性、耐放射線に優れている。また、熱伝導性が良く

熱容量が大きいため炉心溶融の懸念が無い。He ガスの除熱性能は低いので、高温ガス炉

の炉心は軽水炉に代表される原子炉より熱出力当たりの炉心体積が大きく設計すること

で発熱密度を低くしている。この設計は工学的・経済的に有利に働かないが、ガスタービ

ンによる発電や熱利用によりエネルギー回収率を高めることでそのデメリットを最小限

に抑えることを目指している。炉心への空気侵入事故により黒鉛が酸化し爆発するとい

う懸念があったが、そのような事故は起こらないと確認された[35]。 

 

・冷却材 

冷却材は化学的に安定な He であるため、冷却材温度が上昇しても燃料や構造材に対す

る反応性が低い。He ガスは放射化されにくいが、極微量に含まれる 3He が中性子を吸収

することでトリチウムを生成する。 

 

・可燃性毒物(BP) 

高温ガス炉の標準仕様では制御棒の操作を最低限にしつつ、運転に伴う反応度(実効増

倍率)の低下を補填するために可燃性毒物(BP)を減速材(燃料ブロック)に装荷する。標準仕

様で用いる BP は B4C と黒鉛を混合物である B ロッドである。B4C に含まれる 10B が中性

子を吸収することで運転初期の反応度は大きく抑制されるが、運転に伴い 10B 量が減少す

るため実効増倍率の変化は緩やかになる。 

 

 

 

 



11 

 

以上の特徴により、高温ガス炉は以下の固有の安全性を持つ。 

・異常時の温度変化が緩やかである。 

・事故などにより被覆粒子が破損し、核分裂生成物が放出する可能性が非常に低い。 

・温度係数が負であるため、大きな反応度が印加された際の出力増加速度と上昇幅は小さ

い。 

・炉心溶融を懸念する必要が無い。 

・冷却材損失時は圧力容器外の自然冷却により炉心残留熱を除去できるので、炉心損傷が

発生しにくい。 

次節に主な研究対象である 2 つの高温ガス炉について説明する。 

 

 1-5-1 高温工学試験研究炉(HTTR) 

本節では我が国にある高温ガス炉について解説する。この高温ガス炉は高温工学試験

研究炉(High Temperature engineering Test Reactor : HTTR) [36]と呼称され、日本原子力研究

開発機構(Japan Atomic Energy Agency : JAEA)が所有する。図 1-7 [37]、1-8 に HTTR の垂直

方向・水平方向の構造を示す。HTTR の熱出力は 30MW であり、原子炉出口冷却材温度

が 850−950 ℃に達する。図 1-9 は燃料要素と燃料ブロック構造を示している、被覆粒子を

用いたピンインブロック形式の構造で、燃料として使用する球状二酸化ウランは、炭素、

2 層の PyC、SiC の 4 重の被覆に覆われ、直径 0.92 mm である。燃料被覆粒子を黒鉛粉末

と共に中空円筒状に焼き固めた燃料コンパクトを黒鉛スリーブに入れ、燃料棒として取

り扱う。燃料棒は対面間距離 360 mm、高さ 580 mm である正六角柱形の燃料ブロックに

装荷されている。黒鉛は高純度黒鉛 IG-110 を採用している。燃料ブロックには燃料棒用

の装荷孔に加え、3 か所の頂点部に直径 15 mm の BP 孔があり(図 1-9)、BP を装荷するこ

とができる。通常の設計では 2 カ所の BP 孔に B ロッドが装荷される。 

HTTR 炉心は燃料ブロック、制御棒案内ブロック、可動反射体ブロックで構成され、そ

れらが 5 体積み重ねられている。その上下に 2 体ずつ可動反射体が設置しており、以上

のブロック 9 体の積層体をカラムと呼ぶ(図 1-7 参照)。カラムの底面高さは隣のカラムに

対して互い違いの高さになっているため。炉心上面には規則的な段差がある。HTTR 炉心

は 30 本の燃料カラム、16 本の制御棒カラム、12 本の可動反射体カラム、3 本の照射カラ

ムから構成される。燃料カラムの周囲は可動反射体カラムに囲まれて配置されており、そ

の外側に固定反射体が存在する(図 1-7 参照)。 

黒鉛ブロックの詳細な配列及び燃料・BP 濃縮度を図 1-10 に示す。235U の濃縮度は  

3.4 ~9.9 wt%間の 12 種類の燃料を使用する。炉心全体の平均濃縮度は約 5.9 wt%であり、

各段の燃料ブロック 1 本当たり 31 本(燃料領域 1,2)または 33 本(燃料領域 3,4)の燃料棒が

装荷されている。標準仕様では計 300 本の B ロッドが装荷される。全ての BP 孔に Li ロ

ッドを装荷することを検討しているため、Li ロッドは計 450 本装荷される。冷却材であ

る He は炉心の上から下に向かって循環し、炉心を冷却する。 
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  1-5-2 高温ガス炉ガスタービン発電システム(GTHTR300) 

JAEA は高温ガス炉を水素生産や商業運転に利用することを見越して、高温ガス炉ガス

タービン発電システム(Gas Turbine High Temperature Reactor 300 : GTHTR300)[38]の設計を

進めている。GTHTR300 は熱出力 600 MW である。炉心設計は HTTR より単純であり、

50%の熱効率を持つガスタービンシステムと組み合わせるので簡素で経済性に優れた発

電システムになる。この名称にある「300」は電気出力が 300 MW であることが由来であ

る。表 1-1 に GTHTR300 の主要諸元を示す。取り出し平均燃焼度は 120 GWd/t を目標と

しているため、被覆燃料粒子はバッファー層の厚い直径 1010 μm の大型粒子を使用し、

燃料の濃縮度は全燃料領域で 14 wt%としている。出力密度は 5.8 W/cc と HTTR の約 2 倍

であるため、GTHTR300 では黒鉛スリーブの代わりに燃料コンパクトに薄い黒鉛被覆層

を施すことで除熱性能を向上させた一体型燃料を使用する。出口温度は HTTR と同様

850℃である。 

図 1-11 は GTHTR300 の垂直方向炉心構造である。カラムは 10 段の黒鉛ブロックで構

成されており、その内中央の 8 段が燃料ブロックであり上下の 1 段が可動反射体である。

HTTR とは異なり、GTHTR300 は水平方向で一定の炉心高さを持つ。図 1-12 は GTHTR300

の水平方向炉心構造である。熱出力を増やしつつ事故時の徐熱性能を確保するために、

GTHTR300 の炉心燃料領域は環状に配置される。制御棒は内外隣接反射体のみに挿入す

る設計である。炉心は 90 本の燃料カラム、30 本の制御棒案内カラム、91 本の可動反射体

カラムで構成される。図 1-13 に GTHTR300 の燃料ブロック構造を示す。黒鉛材質は経済

性に配慮し、IG-110 より純度の低い IG-11 を想定している。黒鉛中の不純物であるホウ素

は可燃性毒物として利用できることが報告されているため[39]、純度を下げたことによる

問題は生じない。燃料ブロックは対面間距離 405 mm、高さ 1,000 mm の正六角柱黒鉛製

のブロックに 57 本の燃料ピンを挿入したものを使用する。BP 孔は直径 44 mm の BP が

装荷できるようになっており、1 ブロックにホウ素濃度 0.3％の B ロッド(B4C)を 3 本装荷

するため、装荷本数は炉心全体で計 2,160 本になる。Li ロッドを装荷する場合も同様の装

荷本数になる。BP 孔の中心は、燃料棒を均等に装荷する場合と比べ外側にずれている。 

 

1-6 高温ガス炉によるトリチウム製造の研究状況 

この節では高温ガス炉のトリチウム製造に関するこれまでの研究について述べる。最初

期の研究では Li 化合物を含む被覆粒子を燃料粒子と混合することを検討した[40]。この方

法では大量のトリチウムを製造することができるが、燃料要素からのトリチウム回収は難

しいため、Li 化合物を BP として通常用いられる B4C 製の B ロッドと置き換える方針に変

更された。次に幾つかの Li 化合物を想定し、被覆した Li 粒子を装荷する検討を行った[41]。

候補 Li 化合物の中で LiAlO2 が最も融点が高く安定であるため、以降では LiAlO2 を装荷す

ることを想定した研究が行われた。LiAlO2被覆粒子を BP に装荷する検討では、被覆粒子全

体の表面積が非常に大きいために被覆粒子に製造されたトリチウムの殆どが流出すると評

価された[42]。 
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トリチウム流出量を低下させるために装荷体の表面積を小さくする必要があるため、図

1-14 のような中空円筒状の LiAlO2 を同じ形状の Al2O3(アルミナ)円筒に封入した Li ロッド

が検討された[43]。この構造の Li ロッドを GTHTR300 中の全 BP 孔に装荷した体系の計算

では、180 日間の運転で約 400~600 g のトリチウムの製造が可能だと評価された[43]。同時

に 800 K における Li ロッドからのトリチウム流出率は製造量に対して 1%以下になると評

価された[43]。しかし、トリチウムの炉心への流出量は安全面と回収率の観点から可能な限

り減少させる必要がある。トリチウム製造を行わない標準運転での年間トリチウム生成量

は GTHTR300 で約 12 g、HTTR では約 0.25 g と評価されている[44]。現在の想定ではできる

だけ多くのトリチウムを短時間で製造するために、一年運転した後にトリチウムを回収し

標準運転に戻すことを検討している。従って、年間のトリチウム流出量は少なくとも標準運

転によるトリチウム生成量以下でなければならない。さらに、流出量は通常運転での He ガ

ス中のトリチウム量より低くすることが望まれる。高温ガス炉の熱効率を維持するには冷

却材出口温度を 1,070−1,170 K にする必要があり、このときの減速材温度は 1100~1200 K 程

度である。Li ロッドの温度上昇と共にアルミナのトリチウム透過係数が増加するため、こ

の減速材温度では殆どのトリチウムが流出する [45]。 

高温ガス炉の熱効率を維持しつつトリチウム流出を抑制するために、トリチウム吸収材

として Zr を使用することを検討している[43,45]。Zr 表面に Zr 酸化物が生じるとトリチウ

ム吸収性能が低下し、Li ロッドからのトリチウム流出量が増加する懸念があるため、Zr の

酸化を防止する Ni 被覆を検討している[46]。また、Ni 被覆を行った Zr の形状は粒状にする

ことを想定している[46]。図 1-15 は現在検討している Li ロッド構造である。10B と 6Li の中

性子吸収断面積と装荷量は異なるため、BP の変更による炉心核特性への影響を把握する必

要がある。高温ガス炉の既存の設計を維持する観点において、Li ロッドから炉内へのトリ

チウム流出量を最小限に抑える事は重要な課題であるため、トリチウム製造性能のみなら

ずトリチウムの閉じ込め性能も重要な Li ロッドの性能となる。現在、HTTR を用いたトリ

チウム製造実証試験の計画を進められている。 

 

1-7 研究の目的 

 本研究は高温ガス炉を用いた核融合炉用トリチウム製造の実現のために、核反応熱と BP

特性に着目した Li ロッドの性能及び装荷法を検討し、HTTR で実施する照射試験法を提示

することを目的とした。最初に HTTR と GTHTR300 の BP を 10B (B ロッド)から 6Li (Li ロッ

ド)へ変更した際の炉心核特性への影響を評価し、次に Li ロッドのトリチウム製造・閉じ込

め性能を検証するための照射試験体に関する検討を行った。また、6Li(n,α)T 反応による核反

応熱が Li ロッドのトリチウム製造及び閉じ込め性能に及ぼす影響を評価した。 
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1-8 論文構成 

 本論文は第 6 章から構成される 

第 1 章では、核融合炉の研究開発及びトリチウム調達法についての現状を述べ、主な研究

対象である高温ガス炉(HTTR 及び GTHTR300)、及び高温ガス炉を用いたトリチウム製造法

の特徴についてまとめた。トリチウム製造に関する研究の経緯、現況、本研究の目的を述べ

た。 

 第 2 章では、現在検討している Li ロッドと製作方法について解説する。また、トリチウ

ム製造量と炉心核特性の評価に用いる中性子輸送計算モンテカルロコード MVP-BURN、 

Li ロッド内のトリチウム挙動を解析するための拡散方程式及び同方程式に基づくトリチウ

ム流出量の評価法について説明する。 

第 3 章では BP を 10B(B ロッド)から 6Li(Li ロッド)に変更した際の炉心核特性に及ぼす影

響を明らかにするために、MVP-BURN を用いて HTTR と GTHTR300 に B ロッド又は Li ロ

ッドを装荷した際の実効増倍率を評価する。BP の負の反応度、燃焼 BP 原子数及び未燃焼

BP の割合を評価し、実効増倍率に影響を及ぼす要因を明らかにする。その要因を踏まえて

GTHTR300 の実効増倍率の特性を改善する Li ロッド装荷法を検討する。 

 第 4 章では HTTR を用いた Li ロッドのトリチウム製造及び閉じ込め性能を検証するため

の照射試験体に関する検討を行う。照射試験は HTTR に備わる照射カラムにおいて実施す

ることを想定する。年間 30 g のトリチウムを製造できる HTTR 用 Li ロッド及びそれを基準

に複数の試験体を設計しする、又、各試験体のトリチウム製造量と流出量を比較することで

HTTR 用 Li ロッドの性能を検証する試験法を検討する。 

第 5 章ではトリチウム製造時に生じる 6Li(n,α)T 反応による核反応熱の発生が HTTR 及び

GTHTR300 用 Li ロッドのトリチウム閉じ込め性能に及ぼす影響を評価する。Li ロッドのト

リチウム製造量を 6Li(n,α)T 反応による発熱量に換算し、Li ロッド内部径方向の温度分布を

評価する。この温度分布を考慮してトリチウム流出量を評価し、温度分布が一定である場合

との差を比較する。また、減速材温度に対する HTTR 用 Li ロッドのトリチウム流出量・  

分圧及び Zr のトリチウム吸収率を評価し、核反応熱によりトリチウム流出量が変化する原

因を明らかにする。 

第 6 章では本研究について総括し、今後の展望を述べる。 
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表 1-1 GTHTR300 の主要原子炉諸元 [38] 
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図 1-1 世界のエネルギー消費量の推移 [1] 

 

図 1-2 世界のエネルギー源別消費量 [1] 
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図 1-3 世界の原子力発電設備容量(運転中)の推移 [1] 

 

図 1-4 一次エネルギー国内供給の推移 [1] 
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図 1-5  6Li(n,α)T 及び D(n,γ)T 反応の微視的断面積 (JENDL-4.0) [29] 
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図 1-6  Li ロッドの装荷位置 
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図 1-7  HTTR の垂直方向炉心構造 [37] 
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図 1-8 HTTR の水平方向炉心構造 [36] 

 

図 1-9  HTTR の燃料要素および燃料ブロック構造 [36] 
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図 1-10 HTTR 黒鉛ブロックの配列及び燃料・BP 濃縮度 [36] 
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図 1-11  GTHTR300 の垂直方向炉心構造 [38] 
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図 1-12  GTHTR300 の水平方向炉心構造 [38] 
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図 1-13  GTHTR300 の燃料ブロック構造 [38] 
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図 1-14  最初期の Li ロッド構造 
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図 1-15  現在想定している Li ロッド構造 
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2 章 Li ロッド構造及び解析方法 

 

2-1 Li ロッド構造 

ここでは、図 1-15 で示した現在検討している Li ロッドの構造について説明する。空隙率

0%の緻密なアルミナ円筒に円筒状に形成した LiAlO2と Zr 層(箔)、粒状 Zr を封入し、Li ロ

ッドの上部をアルミナ製の蓋で密封することを検討している。本研究の検討では LiAlO2 の

空隙率は 15%であると仮定して評価を行った[47]。Zr 層及び粒状 Zr はアルミナ、LiAlO2に

含まれる酸素による酸化を防ぐために Ni 被覆を行う。Zr 層は LiAlO2層と粒状 Zr を密封し

ない構造を想定した。Li ロッドの製造時には蓋を何らかの方法で気密性を保つように取り

付ける必要がある。セラミックであるアルミナの接着方法として以下の手法を調査した[48]。 

 

・メタライズ法 

 セラミックスの表面を金属化することで、金属と接着するセラミックスを金属と同

様の方法で接着可能にする方法である。接着には金属ろうを用いる。セラミックス同士

を接着する場合はメタライズ部同士を接着させる。 

 

・無機接着法 

 無機結合剤、硬化剤、充填剤を主成分とする接着剤を用いる方法である。接着材は塗

布後、時間経過で硬化する。これは無機物の接着材料として一般に用いられるガラス系、

金属系より耐熱性は高いが、気密性に劣る。 

 

・酸化物ソルダー法 

 接着部の間に酸化物ソルダーを挟み、加熱によりソルダーを溶融しその後冷却する

ことで、冷却固着による接着を行う方法である。酸化物ソルダーはガラスの粉末を有機

液体と混合したペースト状のものなどがある。接着部の耐熱性が 1,300 ℃以上のソルダ

ーが開発されているため、Li ロッドの製作に有用である可能性がある。 

 

・金属ソルダー法 

 金属をソルダーとして用いる接着法である。接着工程は酸化物ソルダーと同様に行

う。使用温度により金属ソルダーを使い分ける。 

 

 我々はこの 4 つの方法の内、照射試験に向けて酸化物ソルダー法を採用した。アルミナ用

釉薬を接着部に塗布し、LiAlO2とZrを入れたアルミナ円筒に蓋を載せ、真空装置中で 1100℃

まで加熱し、1 時間保つことで接着・密封を行う。この接着法は十分な気密性を保つことが

期待されている。本研究では Li ロッドの蓋は完全に接着され、接着部からトリチウムは流

出しないものと仮定した。 
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2-2 核計算 

核計算にはMVP/MVP-BURN[49,50]コードを利用した。MVPとはMonte Carlo code for Vector 

Processors (連続エネルギー法に基づく汎用モンテカルロコード)の略称で、乱数を使用して

中性子の発生、移動、消滅を模擬し、統計的に中性子束、反応率、実効増倍率を評価するコ

ードである。それぞれの核種の存在量や実効増倍率(keff)の時間変化は BURN モジュールに

よる燃焼計算と組み合わせて評価される。 

図 2-1 は MVP の中性子輸送アルゴリズムである。幾何学形状の組み合わせた仮想的な三

次元領域(ゾーン)に仮想粒子(中性子)が動き、その粒子の挙動を記録し統計的に物理量を計

算する。粒子の挙動は、乱数を利用してランダムに決定される。この過程で発生する事象と

それに伴う処理は以下のようになる。 

 

・粒子の生成 

  決められた空間・エネルギー・時間・粒子の種類などの確率分布に従って粒子を発生し、

飛行を開始する。モンテカルロコードにおける粒子生成の情報は粒子源あるいは線源と

呼ばれる。 

 

・粒子の飛行 

粒子は一定の方向にエネルギーを保存して飛行する。これは空間内に存在する原子核

と衝突するまで継続する。衝突及び反応が発生するまでの距離は粒子が通過する物質と

粒子の反応断面積に従って統計的に求められる。MVP では、衝突断面積が空間の各部分

で一定の値を持つ体系のみを扱う。計算体系の構成によっては衝突するまで複数のゾー

ンを通過することがある。この場合は衝突を起こすまで計算される。有限の空間から流出

した粒子の飛行は終了する。 

 

・原子核との反応 

物質中の原子核と衝突した粒子は、粒子-原子核との反応に関するそれぞれの反応断面

積に従った確率分布で粒子のエネルギーと飛行方向が変化する。その反応が吸収反応で

ある場合、その地点でランダムウォークが終了する。 

 

 MVP による計算終了時には keff などの物理量に加え、核種の微視的もしくは巨視的な核

分裂反応、捕獲反応、(n,2n)反応の反応率及び断面積が得られる。BURN モジュールにより

設定した燃焼領域のそれぞれの反応率と設定した熱出力を用いて燃焼方程式による核種生

成崩壊計算を行う。ここで得られた体系の組成データを MVP インプットに与え、次ステッ

プの核計算を行う。燃焼計算の実行に必要なデータ(半減期、FP 収率など)は燃焼チェーンデ

ータから与えられる。本研究では標準チェーン「u4cm6fp50bp16T」に 6Li からトリチウムへ

の核変換を加えたものである。標準チェーンでは 234-U から 246-Cm までを扱う重核種チェ
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ーンと 50 個の FP(疑似 FP を含む)と 16 個の可燃性毒物核種(FP 収率を与えられない燃焼核

種)を扱う。これに使用される核データ JENDl-4.0[29]の疑似 FP 核種 ZZ50 の断面積に人為的

ミスによる臨界性の過小評価が指摘されているため[51]、本研究では ZZ50 のみ JENDL-

3.3[52]のデータを利用した。 

 

2-3  拡散計算によるトリチウム流出量評価 

 Li ロッド内で製造されるトリチウムの化学形は T2 だけでなく HTO や HT も存在すると

考えられている。一般に HTO は水蒸気と同様にアルミナ層への透過は水素ガスよりはるか

に小さく、また、T2の透過係数は水素より小さい。保守的な評価のためにトリチウムの拡散

係数・溶解度係数は水素の値を採用し、発生するトリチウムの化学系は全て T2としたため、

本研究の評価では HTO と HT の発生を考慮しなかった。T2 は原子に乖離して Zr とアルミ

ナ表面に溶解するため、境界条件は Sieverts 則が成り立つ。Sieverts 則は物質表面の溶解し

たガス濃度 C は溶解度係数 S とガスの分圧 P の平方根の積に比例する法則である(式 2-1)。 

𝐶 = 𝑆√𝑃                                  (2-1) 

 

図 2-2 は Li ロッドからのトリチウム流出計算を評価するための全般的なアルゴリズムを

示している。トリチウム流出量を求めるには、大まかに以下の手順で計算を行う。 

 

1. 評価したトリチウム製造量をトリチウム製造速度に換算し、設定した微小時間に応じて

内圧(Li ロッド中のトリチウム分圧)を増加させる。 

 

2. 境界条件により Zr 表面のトリチウム濃度を決め、拡散計算によりトリチウム吸収量を

求める。 

 

3. 境界条件によりアルミナ層内側のトリチウム濃度を決め、拡散計算によりトリチウム流

出量を評価する。その後 1.に戻り次ステップの計算を行う。 

 

トリチウム流出計算についての詳細は以下で説明する 

 

2-3-1 トリチウム製造量の決定 

  節 2-2 で評価したトリチウム製造量から Li ロッド 1 本当たりのトリチウム製造量を求

める。ただし、単位は分子 mol とする。これを以下の Zr とアルミナ層における計算に用

いる単位時間当たりのトリチウム製造速度 G (mol/s)に換算する。各ステップでトリチウ

ム内圧をトリチウム製造速度に対応する大きさで増加させる。LiAlO2 は多孔質であるた

め、アルミナ層より内側の領域の圧力は一様であるとした。従って、LiAlO2空隙体積と Li

ロッド中空部体積の和を用いて内圧を評価した。 
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2-3-2 Zr のトリチウム吸収量評価 

  本研究では、Li ロッドに装荷する Zr 層と全ての粒状 Zr を、表面積が等しい一つの仮

想的な Zr 円筒に換算してトリチウム吸収量を評価した。仮想 Zr 円筒の内半径は Li ロッ

ド中 Zr 層(図 1-15)に一致させたため、計算上の高さは Li ロッド全長を超える。保守的な

評価のために Zr 層がアルミナ層へのトリチウムの透過を妨げる効果は無視した。Zr への

トリチウム吸収量の評価に使用する円筒体系の内側・外側における境界条件(Sieverts 則)

と円筒体系拡散方程式は以下の通りである。 

𝐶𝑍𝑟0 = 𝑆𝑍𝑟√𝑃                                  (2-2) 

𝜕𝐶𝑍𝑟(𝑡,𝑟𝑍𝑡)

𝜕𝑡
=

𝐷𝑍𝑟

𝑟𝑍𝑟

𝜕

𝜕𝑟𝑍𝑡
(𝑟𝑍𝑟

𝜕𝐶𝑍𝑟(𝑡,𝑟𝑍𝑡)

𝜕𝑟𝑍𝑟
)                      (2-3) 

以上の式における文字は、 

CZr0: Zr 表面のトリチウム濃度 (mol/m3) 

SZr: Zr のトリチウム溶解度係数 (mol/m3 Pa1/2) 

CZr: Zr 中のトリチウム濃度 (mol/m3) 

t: 時間 (s) 

rZr: 径方向の距離 (m) 

DZr: Zr のトリチウム拡散係数 (m2/s) 

を意味する。 

式(2-2)と(2-3)を用いてある時間ステップにおける Zr 中のトリチウム濃度分布を求める。

拡散方程式を解くには式の微分を差分に置き換え、陽解法又は陰解法を用いる。求めた濃

度分布を次の式のように体積積分し、時間微分するとそのステップのトリチウム吸収速

度 JZr (mol/s)が求められる。 

𝐽𝑍𝑟 = −
𝜕

𝜕𝑡
∫ 𝐶𝑍𝑟(𝑡, 𝑟)

𝑉𝑧𝑟
𝑑3𝑟                     (2-4) 

ここでの VZr は仮想 Zr 円筒の体積(m3)を示している。Zr の拡散計算で用いる拡散係数

DZr と溶解度係数 SZr の値は片山等による Zr 円筒の実験から得られた値[53]を用いた。た

だし、LiAlO2 と共存した Ni 被覆 Zr の DZrは LiAlO2 と共存しない Zr の DZrの 1/2,000 に

なると報告されたため[54]、DZrは元の値の 1/2,000 とした。Zr のトリチウム吸収によりト

リチウム分圧が低下した後に、次に示すアルミナ層のトリチウム流出量を評価する。 

 

2-3-3 アルミナ層のトリチウム流出量評価 

  アルミナ層からのトリチウム流出量を評価する際は節 2-4-2 と同様に拡散方程式を解

く。アルミナ層内側表面の境界条件と円筒体系の拡散方程式を次に示す。 

𝐶𝐴𝑙0 = 𝑆𝐴𝑙√𝑃                            (2-5) 

𝜕𝐶𝐴𝑙(𝑡,𝑟𝐴𝑙)

𝜕𝑡
=

𝐷𝐴𝑙

𝑟𝐴𝑙

𝜕

𝜕𝑟𝐴𝑙
(𝑟𝐴𝑙

𝜕𝐶𝐴𝑙(𝑡,𝑟𝐴𝑙)

𝜕𝑟𝐴𝑙
)                      (2-6) 
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以上の式における文字は、 

CAl0: アルミナ層内側表面のトリチウム濃度 (mol/m3) 

SAl: アルミナのトリチウム溶解度係数 (mol/m3 Pa1/2) 

CAl: アルミナ中のトリチウム濃度 (mol/m3) 

rAl: 径方向の距離 (m) 

DAl: アルミナのトリチウム拡散係数 (m2/s) 

を意味する。 

Zr の場合と同様に式(2-2)と(2-3)を用いてアルミナ中のトリチウム濃度分布を求める。

ただし、アルミナ層外側表面のトリチウム濃度は常に 0 とした。拡散係数 DAlと溶解度係

数 SAl の値は片山等の実験値[42]を用いた。トリチウムはアルミナ層内側から外側へ透過

するので、フィックの法則によりトリチウム流出量を計算した。用いた式は以下の通りで

ある。 

  𝐽𝑖𝑛,𝑜𝑢𝑡 = −𝐴𝑖𝑛,𝑜𝑢𝑡𝐷𝐴𝑙
𝜕𝐶𝐴𝑙

𝜕𝑟𝐴𝑙
|

𝑖𝑛,𝑜𝑢𝑡
                    (2-7) 

これらの式における文字は、 

Jin: アルミナ層の内側表面からアルミナ層内部へのトリチウム流出速度 (mol/s) 

Jout: アルミナ層内部からアルミナ層外側表面へのトリチウム流出速度 (mol/s) 

Ain: アルミナ層内側の表面積 (m2) 

Aout: アルミナ層外側の表面積 (m2) 

を意味する。 

アルミナ層からのトリチウム流出速度についてのみ、簡易的にトリチウム流出量を求

めることができる。アルミナ中のトリチウム濃度が時間によらず常に一定と仮定し、境界

条件と併せて解くと以下の定常解が求められる。 

𝐽𝐴𝑙 =
2𝜋ℎ𝑆𝐴𝑙𝐷𝐴𝑙√𝑃

𝑙𝑛(
𝑟2
𝑟1

)
                             (2-8) 

この式に用いる文字は 

JAl: 中空部からアルミナ層外側へのトリチウム流出速度 (mol/s) 

h: アルミナ層の高さ 

r1: アルミナ層内半径 

r2: アルミナ層外半径 

である。 

トリチウム流出量及びトリチウム流出後のトリチウム分圧を計算した後、次の時間ス

テップに移行し節 2-4-1 の計算を再び行う。 
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2-3-4 トリチウムバランス式 

  節 2-3-1 から 2-3-3 の計算を集約すると、以下のトリチウムバランス式が成立する。 

𝑑𝑃

𝑑𝑡
=

𝐺𝑅𝑇

𝑉ℎ𝑝+𝐿𝑖(15)
+

𝐽𝑍𝑟𝑅𝑇

𝑉ℎ𝑝+𝐿𝑖(15)
+

𝐽𝑖𝑛𝑅𝑇

𝑉ℎ𝑝+𝐿𝑖(15)
                  (2-9) 

𝑉hp+Li(15)、R、T はそれぞれ LiAlO2層中の空隙体積と Li ロッド中空部体積の和(m3)、ガ

ス定数(J/K mol)、温度を意味する。図 2-3 は式(2-9)に関するトリチウム流出モデル図を示

している。青線はアルミナ層より内側に存在する気相中のトリチウム濃度、黄線はアルミ

ナ層中のトリチウム濃度を示している。本モデルでは LiAlO2 層中で生成されたトリチウ

ムは直ちに空隙に放出され、気相中のトリチウム濃度は Zr 層、LiAlO2層、中空部で一様

な値をとる。この濃度に対応したトリチウム分圧を用いて仮想 Zr 円筒及びアルミナ層の

拡散計算を行う。アルミナ層中のトリチウム濃度分布は Li ロッド外部に向かって減少し、

He 領域で 0 になると想定した。 
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図 2-1  MVP の中性子輸送アルゴリズム 
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図 2-2  Li ロッドのトリチウム流出計算アルゴリズム 
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図 2-3 トリチウム流出モデル 
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3 章 ホウ素及び Li 可燃性毒物が高温ガス炉の実効増倍率に及ぼす影響 

 

3-1 はじめに 

 高温ガス炉によるトリチウム製造では、可燃性毒物(BP)を通常の B ロッドから Li ロッド

に置き換える。これにより可燃性毒物として燃焼する原子は 10B から 6Li に変わる。図 3-1

は JENDL-4.0 に基づいた 6Li(n,α)T 及び 10B (n, α)7Li 反応の微視的断面積(中性子吸収断面積)

である。10 B の中性子吸収断面積は熱中性子に対し 3,837 b である一方、6Li の中性子吸収断

面積は 940 b(10 B の約 1/4) である。また、6Li と 10B の装荷量も異なる。以上の要因により

高温ガス炉の炉心核特性が変化するため、その影響を明らかにする必要がある。本章では

MVP-BURN を用いて HTTR と GTHTR300 に B ロッド又は Li ロッドを装荷した際の実効増

倍率(keff)を評価する。BP の負の反応度、燃焼 BP 原子数及び未燃焼 BP 割合を計算し、keffに

影響を及ぼす要因を明らかにする。その要因を踏まえて keff の特性を改善する Li ロッド装

荷法について検討する。 

 

3-2 BP 体系及び計算モデル 

 図 3-2は標準仕様で用いられるHTTR及びGTHTR300用のBロッドの設計である[36, 38]。

図 3-3 及び図 3-4 に本検討で用いた HTTR と GTHTR300 用 Li ロッドの設計を示す。HTTR

用 Li ロッドの直径、高さ、アルミナ層厚み、Ni 被覆 Zr 層の厚み、LiAlO2 層厚み、中空部

半径はそれぞれ 14 mm、450 mm、1.9 mm、0.1 mm、2.7 mm、2.3 mm である。GTHTR300 用

Li ロッドの直径、高さ、アルミナ層厚み、Ni 被覆 Zr 層の厚み、LiAlO2層厚み、中空部半径

はそれぞれ 44 mm、950 mm、6.3 mm、1 mm、2.5 mm、12.2 mm である。Li ロッドは B ロッ

ドの外形より小さく設計されている。Li ロッドの中空部には Ni 被覆を持つ粒状 Zr が充填

されている。本検討で用いた GTHTR300 用 Li ロッドはトリチウム製造量が最大になるよう

に設計されたものである。 

 keff とトリチウム製造量は核データ JENDL-4.0 と MVP-BURN を用いた核燃焼計算により

評価した。HTTR 体系では 300 本の B ロッド又は 450 本の Li ロッドが装荷され、GTHTR300

体系では 2,160 本の B ロッド又は同本数の Li ロッドが装荷される。このとき、HTTR 及び

GTHTR300 に装荷される 10B はそれぞれ計 135 g、3018 g になり、また 6Li はそれぞれ計  

193 g 及び 6,674 g である。従って、6Li の装荷量は 10B より多い。熱出力はそれぞれ 30 MW、

600 MW に設定し、Li ロッド温度は平均減速材温度である 1,140 K、1,190 K とした。運転期

間中の制御棒は全引抜状態を想定した。時間ステップは 0, 1, 5, 30, 60, 120, 180, 360 日であ

り、各ステップでは 600,000 個の中性子を生成させた。統計誤差は keffに関して 0.1%以下と

なり、十分に正確だった。Zr は中性子断面積が小さく keffとトリチウム製造量に影響を及ぼ

さないため、核計算では考慮しなかった。 
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3-3 実効増倍率及びトリチウム製造量の評価 

 国内で運用実績を持つ高温ガス炉である HTTR に Li ロッドを装荷した際の炉心核特性を

評価することは、HTTR で今後実施する照射試験を行うに当たっての有用な知見につなが

る。図 3-5 に B ロッドまたは Li ロッドを装荷した HTTR の運転期間に対するトリチウム製

造量と keffを示す。B ロッドが装荷された際、360 日間の keffは緩やかに増加した。これは、

HTTR の設計及びその評価についての文献と一致した[36]。B ロッドに含まれる 10B 原子が

燃焼することにより運転直後の余剰反応度が抑制され、運転時間に伴い 10B が減少すること

で負の反応度が低下したため、keffの低下が抑えられた。Li ロッドを装荷し 360 日の運転を

行うと、keff は運転開始直後では B ロッドの場合より高く、時間と共に直線的に減少する。

この時のトリチウム製造量は 360 日間で 30.3 g となる。これは運転開始時における 6Li の巨

視的断面積(微視的断面積と装荷量の積を比較しても良い)は 10B より低いため初期の反応度

を B ロッド装荷時と同等に抑える事ができず、運転後期の未燃焼 6Li の割合が高くなるため

に keffは直線的に減少すると思われる。なお、どちらの BP を装荷しても運転開始直後の keff

は Xe の生成により急激に減少する。この keff の特性では制御棒の挿入量が運転初期に大き

くなり、炉心下部の発熱量が増加するため、原子炉運転の観点では Li ロッドを装荷した高

温ガス炉は原子炉として成立しない。また、制御棒の操作頻度が多くなるため、keff の時間

変化をできるだけ小さくすることが要求される。 

次に実際のトリチウム製造用高温ガス炉として想定している GTHTR300 のトリチウム製

造量と keffを評価した。図 3-6 に B ロッドまたは Li ロッドを装荷した GTHTR300 の運転期

間に対するトリチウム製造量と keffを示す。B ロッドを装荷した際、keffは運転時間に伴い緩

やかに増加した。これは GTHTR300 が 2 年間の連続運転を想定して設計されているためで

あり、GTHTR300 の設計及びその評価についての文献[38]と同じ傾向だった。Li ロッドを装

荷した際の keffは Li ロッドを装荷した HTTR と同様に変化した。また、360 日間のトリチウ

ム製造量は 818g になる。しかし、keff の減少は HTTR の場合より急激である。これは

GTHTR300 の運転初期に制御棒で抑えるべき余剰反応度が HTTR より多いことを示してお

り、原子炉の成立性はさらに低下する。従って、単純に B ロッドを Li ロッドに置き換える

だけではトリチウムを製造しながら運転できないため、GTHTR300 でトリチウムを製造す

る際には keff特性を改善することが強く要求される。その改善法を検討するためには、まず

HTTR 及び GTHTR300 に用いる BP の負の反応度について把握する必要がある。 

 

3-4 実効増倍率の特性に影響を及ぼす要因 

・負の反応度 

BP 変更により keffの特性に違いが生じた原因を調査するために、HTTR 及び GTHTR300

の各時間ステップにおける BP の負の反応度を評価した。図 3-7 は運転期間に対する BP

の負の反応度を示している。HTTR に B ロッドを装荷した場合、負の反応度は運転時間

に伴い約-14.6 Δk/k%から-6.16 Δk/k%まで低下する。一方、Li ロッドを装荷した場合の負
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の反応度は約-11.5 Δk/k%から-8.64 Δk/k%に低下する。Li ロッドの負の反応度は運転初期

では小さいが、時間経過による減少幅も小さい。最終的に運転後期の Li ロッドの負の反

応度は B ロッドの負の反応度を超えるため keffは直線的に減少する。これは中性子吸収断

面積が 10B の約 1/4 である 6Li が 10B より多く装荷されるが、運転初期では BP 量が足り

ず、また運転後期では未燃焼 6Li の割合が高くなるためだと思われる。 

同様に GTHTR300 に B ロッドを装荷した場合の負の反応度を評価したところ、運転時

間に伴い約-22.0 Δk/k%から-7.01 Δk/k%まで大きく減少する。一方、Li ロッドを装荷した

際の負の反応度の減少は-19.0 Δk/k%から-15.1 Δk/k%であるため、減少幅は更に小さくな

り、運転後期に過剰な負の反応度が印加される。これにより Li ロッドを装荷した

GTHTR300 の keff は HTTR に比べ急激に減少する。これは GTHTR300 に装荷した 6Li が

HTTR の場合より燃えにくいことが原因だと思われる。GTHTR300 に装荷された 6Li がよ

り燃えにくくなった要因を明らかにするために以下の分析を行った。 

 

・燃料ブロック当たりの LiAlO2体積 

ここでは HTTR と GTHTR300 に装荷した LiAlO2 量と燃料ブロックの体積を確認した

(表 3-1)。800 g のトリチウムを製造するために GTHTR300 に装荷する LiAlO2量は HTTR

の 7 倍程度になる。一方、燃料ブロックの体積の差は小さい。従って、GTHTR300 の燃料

ブロック体積当たりの LiAlO2量は HTTR の約 9 倍となる。LiAlO2形状と 6Li 濃度が同じ

である場合、燃料ブロック当たりの LiAlO2体積が増加すると円筒状である LiAlO2層の直

径もしくは厚みを増やす必要があるため、自己遮蔽効果により 6Li は燃えにくくなる。 

 

・燃焼 BP 数及び未燃焼 BP の割合 

図 3-5 と 3-6 に関する核燃焼計算の出力データを分析した。図 3-8 に運転期間に対する

燃焼 BP 原子数を示す。10B 原子は 6Li よりも速く燃焼することは BP の中性子吸収断面積

と装荷量の関係、図 3-7 の結果と辻褄が合った。HTTR における燃焼 6Li 原子は約 10 mol

となり、ほぼ 10B 原子の場合と同じだった(差は約 3％）。一方、GTHTR300 における燃焼

6Li 原子は約 270 mol で、10B 原子の場合より約 21％増加する。これは GTHTR300 で最大

のトリチウム製造量を達成するために多くの LiAlO2 を装荷したためである。図 3-9 に運

転期間に対する BP の残存率(未燃焼 BP の割合)を示す。この図から高温ガス炉の未燃焼

6Li の割合が 10B より高くなり、Li ロッドの負の反応度は運転後期で過剰になることが分

かる。B ロッドを装着した場合、HTTR の未燃焼 10B の割合は 28％となり、GTHTR300 の

場合より僅かに増加した。これは、HTTR の各燃料ブロックに 2 本の B ロッドが装荷さ

れるが、GTHTR300の各燃料ブロックに 3本のBロッドを装荷するためだと考えられる。

HTTR の 10B 原子は、非均質性の増加により GTHTR300 の 10B 原子よりも僅かに燃えにく

くなる。Li ロッドを装着した場合、GTHTR300 の未燃焼 6Li の割合は 75％であるが、HTTR

の未燃焼 6Li の割合は 69％だった。これは GTHTR300 では自己遮蔽効果により 6Li が燃
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えにくくなることを意味する。従って、GTHTR300 を用いて最大量のトリチウムを製造す

るために大量の LiAlO2 (6Li)を装荷すると、自己遮蔽効果により未燃焼 6Li の割合が増加

し、HTTR の場合より keffは急激に減少する。これらの解析結果を踏まえ、次節で Li ロッ

ド装荷法について検討を行なった。 

 

3-5 炉心核特性の改善 

Li ロッドを装荷した高温ガス炉が原子炉として成立するには、初期の keff を抑え、keff の

時間変化をできるだけ小さくすることで B ロッドを装荷した際の keff 特性に近づける必要

がある。現在の設計でも一部の Li ロッドを B ロッドに戻すことで keff 特性を改善できると

考えられるが、最大トリチウム製造量は低下する。節 3-4 の解析を考慮すると、Li の非均質

性を減少させることにより自己遮蔽効果が低下し、6Li が燃えやすくなると思われる。従っ

て、LiAlO2量を減らした Li ロッドを大量に装荷することで年間トリチウム製造量を維持し

つつ keffの低下を抑制することができる可能性がある。 

 

・可動反射体への Li ロッド追加 

実際のトリチウム製造に用いる GTHTR300 の keff特性を改善するために GTHTR300 の

可動反射体カラムに BP 孔を設け、Li ロッドを追加した際のトリチウム製造量及び keffを

評価した。図 3-10 は反射体に Li ロッドを追加した際の GTHTR300 炉心断面図である。

緑で示した反射体カラムに燃料ブロックの BP 孔と同じ位置に BP 孔を開け、1 ブロック

当たり 3 本の Li ロッドを装荷することを想定した。これにより 1 段当たり 180 本の Li ロ

ッドが追加されるため、炉心全体では総計 3,600 本の Li ロッドが装荷される。図 3-11 に

可動反射体カラムに Liロッドを追加した場合の運転期間に対するGTHTR300のトリチウ

ム製造量及び keff を示す。比較のために GTHTR300 用 Li ロッドを 2,160 本装荷した場合

の結果(図 3-6)を併記する。LiAlO2層の厚みを 1.15 mm(内半径 13.55 mm)にした場合、6Li

装荷量が 5,373 g となり、その厚みを 1.3 mm(内半径 13.4 mm)にすると 6Li 装荷量は  

6,042 g になる。3,600 本の Li ロッド中の 6Li 装荷量が 5,373 g(6,042 g)である場合、トリチ

ウム製造量と 360 日運転後の keffはそれぞれ 834 g (925 g)、1.03 (1.02)になった。この Li ロ

ッド装荷法により keff特性は改善しなかったが、6Li が燃えやすくなったため、年間 800 g

のトリチウムを製造した際の keffは増加し、最大 922 g のトリチウムを製造することが可

能になった。この結果を踏まえ、keff特性を改善する方法を検討した。 

 

・Li ロッド及びＢロッドの併用 

反射体領域に Li ロッドを追加した GTHTR300 を用いて年間 800 g のトリチウムを製造

する場合、全ての BP 孔に Li ロッドを装荷する必要は無いため、一部の Li ロッドを B ロ

ッドに置き換えることで keff の特性を改善できる可能性がある。そこで図 3-12 のように

内側反射体に追加した Li ロッドを標準仕様の B ロッドに置き換えた評価を行った。Li ロ
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ッド、B ロッドの本数は各段でそれぞれ 396、54 本になり、総計は 3,168、432 本となる。

また、Li ロッドの LiAlO2層厚みは 1.44 mm(内半径 13.26 mm)に設定したため、全 6Li 装

荷量は 5,860 g になる。図 3-13 はこの炉心配置における GTHTR300 のトリチウム製造量

及び keff(赤線)を示している。比較のため 2,160 本の GTHTR300 用 Li ロッド(青線)もしく

は B ロッド(黒線)のみを装荷した場合の結果を併記した。Li ロッドと B ロッドを併用す

ると年間トリチウム製造量は 830 g になった。360 日目の keffは 1.02 となり、Li ロッドの

みを使用した結果と同等だった。ただし、運転初期の反応度が抑制されたため keffは運転

初期で黒線に近くなり、青線より緩やかに減少した。従って、Li ロッドと B ロッドを併

用すると keff特性が改善されるため、Li ロッドを装荷した高温ガス炉は原子炉として成立

する可能性が示された。 

 

・Li 制御棒によるトリチウム製造量向上 

B ロッドを併用する場合、GTHTR300 の年間トリチウム製造量を増やすことができな

かったが、6Li を含む Li 制御棒で余剰反応度を抑える事でトリチウム製造量を増やすこと

が検討されている[55]。この手法の有効性を確認するために GTHTR300 について簡易的

な評価を行った。図 3-6 の GTHTR300 用 Li ロッドを装荷した際の keffを Li 制御棒により

運転期間にわたり 1 に抑える事を仮定すると、GTHTR300 の中性子発生数は

4.68 × 1019 (n/s)であることから、余剰中性子数は7.80 × 1025 (n)と概算され、Li 制御棒に

より 360 日でトリチウム製造量は最大 390 g 増加した。これは理論値であるが、過去の研

究で GTHTR300 のトリチウム製造量は 6Li 制御棒により 4 割増加できることが既に報告

されているため[55]、有効性は十分に確認できた。 

 

3-6 まとめ 

本章では BP を 10B(B ロッド)から 6Li(Li ロッド)に変更した際の炉心核特性への影響を明

らかにするために、MVP-BURN を用いて HTTR 及び GTHTR300 の実効増倍率(keff)を評価

した。また、keff特性を改善する Li ロッド装荷法について検討した。B ロッドを高温ガス炉

に装荷した際、keffは 360 日の運転期間では緩やかに増加する。トリチウム製造のために Li

ロッドを装荷した場合、keffは運転開始直後では B ロッドを装荷した場合より高く、時間と

共に直線的に減少する。これは、6Li の中性子吸収断面積が 10B の 1/4 程度であるため、よ

り多くの 6Li を装荷する必要があり、結果として未燃焼 6Li 割合が高くなることが原因であ

る。その結果、運転初期では Li ロッドの負の反応度は B ロッドの場合より小さいが、時間

経過に伴う減少幅も小さくなり、運転後期で B ロッドの負の反応度を超える。GTHTR300

では自己遮蔽効果により未燃焼 6Li の割合が特に高くなり、運転後期に過剰な負の反応度が

印加されることで keffは HTTR より急激に減少する。 

Li ロッドを装荷した高温ガス炉の keff 特性では、制御棒の挿入量が運転初期に大きくな

り、炉心下部の発熱量が増加するため、原子炉運転の観点では原子炉として成立しない。ま
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た、制御棒の操作頻度が多くなる。Li ロッドを装荷した高温ガス炉が原子炉として成立す

るには、初期の keffを抑え、keffの変化をできるだけ小さくする必要がある。 

keff 特性を改善するために Li ロッド一本当たりの LiAlO2 装荷量を減らし、反射体領域に

Li ロッドを追加すると 6Li が燃えやすくなったため、最大トリチウム製造量が増加した。こ

こで一部の Li ロッドを B ロッドに戻すと、年間 800 g のトリチウム製造量を維持しながら

運転初期の keffは抑制され、運転に伴う keffの減少も緩やかになった。従って、Li ロッドと

B ロッドを併用すると keff特性が改善されたため、Li ロッドを装荷した高温ガス炉が原子炉

として成立する可能性が示された。今後の検討では Li ロッドを装荷した GTHTR300 の keff

特性を標準仕様と同等の特性に近づける必要がある。トリチウム製造量を増やすことに関

しては、運転時の余剰反応度を Li 制御棒で抑えることで GTHTR300 の年間トリチウム製造

量を最大 390 g 向上できる可能性がある。以上の結果は今後の高温ガス炉を用いたトリチウ

ム製造法の性能改善の検討に対して有用な知見を提供する。 
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表 3-1 燃料ブロック当たりの LiAlO2装荷量及び燃料ブロック体積 

 Loaded LiAlO2 

in a Li rod(cm3) 

Volume of a fuel 

block (cm3) 

Loaded LiAlO2 per 

fuel block volume 
Produced T (g) 

GTHTR300 201 3.86 × 104 1.56 × 10−2 818 

HTTR 28 4.75 × 104 1.76 × 10−3 30.3 
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図 3-1  6Li(n,α)T 及び 10B (n, α)7Li 反応の微視的断面積 (JENDL-4.0) [29] 
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図 3-2 標準仕様 B ロッドの設計 

(a)HTTR 用 (b)GTHTR300 用 
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図 3-3  HTTR 用 Li ロッドの構造 
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図 3-4 GTHTR300 用 Li ロッドの設計 

(最大量のトリチウムを製造する設計) 
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図 3-5 運転期間に対する HTTR のトリチウム製造量及び実効増倍率(keff) 
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図 3-6 運転期間に対する GTHTR300 のトリチウム製造量及び実効増倍率(keff) 
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図 3-7 運転期間に対する BP の負の反応度 
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図 3-8 運転期間に対する燃焼した BP 原子数 



52 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-9 運転期間に対する BP の残存率(未燃焼 BP の割合) 
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図 3-10 可動反射体カラムに Li ロッドを追加した場合の GTHTR300 炉心断面図 

Li ロッド本数は各段 450 本(総計 3,600 本) 



54 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-11 可動反射体カラムに Li ロッドを追加した場合の 

運転期間に対する GTHTR300 のトリチウム製造量及び実効増倍率(keff) 

比較のため 2,160 本の Li ロッドを装荷した場合の結果を併記 
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図 3-12 可動反射体カラムに Li ロッドと B ロッドを 

追加した場合の GTHTR300 炉心断面図 

Li ロッド、B ロッド本数は各段でそれぞれ 396、54 本(総計 3,168、432 本) 
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図 3-13 可動反射体カラムに Li ロッドと B ロッドを追加した場合の 

運転期間に対する GTHTR300 のトリチウム製造量及び実効増倍率(keff) 

比較のため 2,160 本の Li ロッドまたは B ロッドを装荷した場合の結果を併記 
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4 章 HTTR を用いたトリチウム製造実証試験における照射試験体の検討 

 

4-1 はじめに 

 Li ロッドからの炉内へのトリチウム流出量を最小限に抑える事は、トリチウム製造量の

向上と同様に重要な課題である。高温ガス炉によるトリチウム製造法を実現するために、

HTTR を用いたトリチウム製造実証試験によりトリチウム製造性能に加えて、トリチウムの

閉じ込め性能を含む Li ロッドの性能を検証する必要がある。本章では、HTTR の照射カラ

ム(照射領域)での実施を想定したトリチウム製造及び閉じ込め性能を検証するための照射

試験体に関する検討を行う。本検討当時は HTTR での運用に適した Li ロッド設計が定まっ

ていなかったため、MVP-BURN により年間 30 g のトリチウムを製造できる Li ロッドを設

計する。それを基準に複数の試験体を設計し、トリチウム製造量と流出量を比較することで

HTTR 用 Li ロッドを構成する LiAlO2層、Zr 層、アルミナ層の性能を検証する試験法を検討

する。 

  

4-2 計算モデル及び照射体系 

 本検討が行われた当時は、HTTR 用 Li ロッドの設計は検討されていなかったため、MVP-

BURN による HTTR 体系の核燃焼計算でトリチウム製造量を評価し、HTTR によるトリチ

ウム製造に適した Li ロッドを設計した。計算条件は 3 章と同様であるが、各ステップの中

性子発生数は 6,000,000 個に設定した。図 4-1 に HTTR 炉心図を示す。Li ロッドの寸法は直

径   14 mm、高さ 480 mm に設定し、1 ブロック当たり 3 本装荷する。炉心 1 段当たり

のブロック数は 30 個、炉心は 5 段構成であるため、Li ロッド本数は 450 本になる。運転条

件は熱出力 30 MW、360 日運転、Li ロッド温度は 1,170 K を想定した。 

 照射試験は図 4-1 の照射領域(replaceable reflector region A)[56]の内、1 箇所のみで行うこと

を許可された状況を想定した。試験を行う炉心の段数は、温度と照射中性子束がそれぞれ

1,070 K、4.2×1017 n/m2s になる位置[56]とし、照射日数は 30 日を想定した。今回検討した

試験法では LiAlO2層、Zr 層、アルミナ層の性能を検証するために 4 本の試験体を用いる事

を検討した。従って図 4-2 の照射ブロックに 4 本の試験体を装荷するものとした。図 4-3 に

試験体を構成する試験用 Li ロッドと、それを覆うアルミナ製のトリチウム流出防止カバー

の構造を示す。トリチウム流出防止カバーの直径、高さ、厚みはそれぞれ 120 mm、450 mm、

20 mm であり、その上下に厚さ 15 mm のアルミナ製の蓋を取り付ける。カバー内部に配置

する試験用 Li ロッドの直径は 80 mm 未満にする必要がある。試験用 Li ロッドの構造を図

4-4 に示す。試験用 Li ロッドは層状 Zr を使用しないロッド(a)と使用するロッド(b)を想定し

た。各層の厚みは自由に変更できるが、直径は 80 mm 未満になるように設計した。なお、

粒状 Zr は本検討が行われた時期では想定されていない。表 4-1 は試験用 Li ロッドの設計を

示しており、節 4-3 で説明する HTTR 用 Li ロッド設計(A)と、それを基にアルミナ層、LiAlO2

層、Zr 層の設計を変更した Li ロッド(B-D)を用いる 
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試験体のトリチウム製造量は MVP による核計算で評価した LiAlO2 中の中性子束から求

めた。核データは JENDL-4.0 を用いた。MVP の計算体系は試験体が真空中に均一に照射さ

れるものとし、中性子発生数は 2,160,000 個とした。トリチウム製造量は以下の式で評価し

た。 

𝑁𝑡 = 𝑁6𝐿𝐼[1 − 𝑒𝑥𝑝(−𝜑𝜎6𝐿𝑖+𝑛𝑡)]                         (4-1) 

tNN nLiLIt ,,,, 66 + はそれぞれ T の原子数、6Li の原子数、LiAlO2 中の中性子束、6Li(n,α)T 反

応の断面積、照射時間である。 

 アルミナ層からのトリチウム流出量は式(2-8)に示す定常解で求めた。Zr に吸収されるト

リチウム吸収量は、岡本等の実験で得られた拡散係数と溶解度係数[57]を用い、非定常拡散

方程式を解くことで評価した。 

 照射試験での HTTR 炉心の汚染を防ぐ観点から、試験体からのトリチウム流出量上限は

HTTR 第一 He ループ中のトリチウムピーク値である 0.1 μg 以下と設定した[58]。今回想定

した体系はバッチ型であるが、スイープガス(He)で試験用 Li ロッドからのトリチウムを回

収することを仮定した上で試験体からのトリチウム流出量を評価した。 

 

4-3 HTTR 用 Li ロッドの設計 

 ここでは、表 4-1 の HTTR 用 Li ロッドを設計する。HTTR 用 Li ロッドの性能目標とし

て、450 本の Li ロッドを装荷した際の 1 年間のトリチウム製造量を 30 g、トリチウム流出

率を 1%以下に設定した。燃焼計算による評価とトリチウム流出計算により HTTR 用 Li ロ

ッドのアルミナ層厚みと LiAlO2層厚みを決定した。図 4-5 は LiAlO2層厚みに対する 360

日運転後の keffとトリチウム製造量を示している。Li ロッドの高さ、蓋の厚み、アルミナ

層の厚みはそれぞれ 480 mm、15 mm、2.0 mm に固定した。Li 装荷量が増加すると 6Li 装

荷量が増加するためトリチウム製造量が増加し、keffは低下した。LiAlO2層厚みを 3.0 mm

に設定すると 30.9 g のトリチウム製造量を達成し、keffが 1.02 になることを確認した。ア

ルミナ層の厚みと Zr 層はトリチウム製造量と keffに大きな影響を及ぼさないため、拡散計

算のみでアルミナ層の厚みと Zr 層の厚みを決定した。図 4-6 はアルミナ層厚みに対するト

リチウム流出率を示す。Zr のトリチウム吸収速度は表面積に比例するため、二つの Zr 層

の厚みは 0.1 mm に固定した。Zr 層を使用した場合、アルミナ層の厚みが増加してもトリ

チウム流出率は 1%以下にならなかったが、Zr 層を加えることで 1%を十分に下回った。従

って、HTTR 用 Li ロッドの LiAlO2層、アルミナ層、Zr 層厚みはそれぞれ 3.0 mm、     

1.9 mm、0.1 mm に決定した。この設計の Li ロッドを使用した試験体を試験体 A とする。 

 

4-4 照射試験法の検討 

 照射試験では、トリチウム製造量と流出量を測定することで HTTR 用 Li ロッドを使用す

る試験体 A を構成する LiAlO2 層、Zr 層、アルミナ層の性能を検証する。HTTR 用 Li ロッ

ドを基に 3 本の試験体 B、C、D を設計し、照射試験中もしくは試験後に行う実験 I、II、III
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により各層の影響を確認する試験法を検討した。表 4-1 は 4 本の試験体に含まれる試験用 Li

ロッドの設計及び予想される照射後の結果(トリチウムマスバランス)を示している。試験体

B-C に含まれている Li ロッドはそれぞれ LiAlO2 層厚みが半分、Zr を使用しない、Zr 不使

用かつアルミナ層の厚みが 5 倍の設計を持つ。試験体中の Li ロッドから流出したトリチウ

ムは、スイープガスを用いて試験中に回収し、測定することを想定した。 

 

4-4-1 実験内容 

ここでは 4 本の試験体で行う実験内容を説明する。 

 

・実験Ｉ 

 LiAlO2 層厚みを変更したことによるトリチウム製造量と Zr 層のトリチウム吸収性能

を検証する実験を検討した。この実験では試験体 A、B のトリチウム製造量・流出量の比

較を行う。試験体 B の LiAlO2 層厚みは試験体 A の半分であり、30 日経過後の試験体 B

のトリチウム製造量は照射試験体 A の約 73%と推定された。トリチウム製造量は Zr 中に

吸収されたトリチウムと He 循環により回収されたトリチウムの値から測定する。図 4-7

は照射期間に対する試験体 A 及び B のトリチウム流出量を表している。試験体 B のトリ

チウム流出量は試験体 A の約 61%である。 

 

・実験 II 

この実験では Zr を使用する場合のトリチウム流出の低下を検証する。ここでは試験体

A 及び C のトリチウム流出量を比較する。照射期間に対する試験体 A 及び C のトリチウ

ム流出量を図 4-8 に示す。試験体 A のトリチウム流出量は試験体 C の約 0.055%である。 

 

・実験 III 

試験体 C 及び D のトリチウム流出量を比較することでアルミナ層のトリチウム閉じ込

め性能を検証する。試験体 D のアルミナ層の厚みは試験体 C の 5 倍である。図 4-8 は照

射期間に対する試験体 C 及び D のトリチウム流出量を表している。試験体 D のトリチウ

ム流出量は試験体 C の 33%である。 

 

4-4-2 トリチウム製造量の妥当性及び炉心へのトリチウム流出量  

ここでは核計算で評価した試験体のトリチウム製造量の妥当性と、炉心へのトリチウ

ム流出量を確認した。HTTR の全 BP 孔に Li ロッドを装荷した際の 30 日間のトリチウム

製造量 30.9 g をロッド 1 本当たりに換算すると約5.72 × 10−3 g となり、照射試験体 A の

トリチウム製造量より大きい。これは今回想定した照射領域が HTTR 燃料領域より外部

にあり、BP 孔が存在する燃料ブロックより中性子束が低いためである。従って、本検討

で評価したトリチウム製造量は妥当な値だと見なせる。全ての試験体から炉心へ流出す
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るトリチウムは、スイープガスを使用しなければ基準値 0.1 μg を超過した。一方、流量

132 L/min のスイープガスを用いることで基準値以下のトリチウム流出量を達成するので、

実際の照射試験ではスイープガスは必要である。 

  

4-5 まとめ 

本章では HTTR を用いた Li ロッドのトリチウム製造及び閉じ込め性能を検証するための

照射試験体に関する検討を行った。HTTR 用 Li ロッド及びそれを基準に複数の試験体を設

計した。又、、各試験体のトリチウム製造量と流出量を比較することで HTTR 用 Li ロッド

を構成する LiAlO2層、Zr 層、アルミナ層の性能を検証する試験法を検討した。この試験で

は HTTR 用 Li ロッドを含む試験体に加え、LiAlO2層厚みが半分の Li ロッド、Zr を使用し

ない Li ロッド、Zr 不使用かつアルミナ層の厚みが 5 倍の Li ロッドを含む試験体を用いる

ことで各層の性能を検証することができる。実験 I では試験体 A と B のトリチウム製造量

及び流出量を測定することで LiAlO2 層と Zr 層の性能を検証するする。実験 II では試験体

A と C のトリチウム流出量を測定することで Zr 層を使用することによるトリチウム流出量

の低下を検証する。実験 III では試験体 C と D のトリチウム流出量を測定することでアル

ミナ層の性能を検証する。この検討により今後実施するトリチウム製造実証試験における

試験内容の基本的な考え方を初めて提示した。 
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表 4-1 試験用 Li ロッドの設計及び予想結果 

体系の高さは 450 mm 

 

*試験用 Li ロッドの高さは 450 mm 

 



62 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-１ HTTR 炉心及び照射領域位置 
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図 4-2 照射ブロックの設計 
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図 4-3 トリチウム流出防止カバー及び試験用 Li ロッドの設計 
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図 4-4 試験用 Li ロッドの構造 
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図 4-5 LiAlO2厚みに対する HTTR の 360 日運転後の実効増倍率(keff)及びトリチウム製造量 
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図 4-6 アルミナ層厚みに対する Li ロッドのトリチウム流出率の変化(Zr 有/無) 
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図 4-7 照射期間に対する試験体 A 及び B のトリチウム流出量 
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図 4-8 照射期間に対する試験体 A 及び C のトリチウム流出量 
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図 4-9 照射期間に対する試験体 C 及び D のトリチウム流出量 
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5 章 6Li(n,α)T 反応による核反応熱が Li ロッドのトリチウム閉じ込め性能へ及ぼす影響 

 

5-1 はじめに 

Li ロッドを用いてトリチウムを製造する際、6Li(n,α)T 反応により 4.8 MeV のエネルギー

が生じる。このエネルギーは生成された粒子の運動エネルギーとなり、粒子と別の原子との

衝突を介して熱エネルギーに変換される。最終的に Li ロッド中に α 粒子(He 原子)とトリチ

ウムが残るため、ロッド温度が上昇し、周辺環境との温度差により温度分布が現れる。温度

上昇によりアルミナ層のトリチウム透過係数は上昇する一方、円筒 Zr を使用した水素吸蔵

実験では 1,170 K の水素吸収速度が 1,120 K の速度より速いことを示しているため[46]、Zr

のトリチウム透過係数(吸収性能)は温度と共に向上すると思われる。このことから 6Li(n,α)T

反応等の核反応により Li ロッド温度が上昇するとトリチウム流出量が減少する可能性があ

る。原子炉及び核融合炉の核反応熱について、核融合炉ブランケット、高温ガス炉、Li ロッ

ドを装荷した高温ガス炉の健全性について以下の研究が行われてきた。核融合炉ブランケ

ットの研究では、PWR の冷却材条件に基づく流体力学解析によって冷却材システムが設計

された。この研究では、核融合および原子炉における核反応熱の重要性を示されている。 

JA DEMO を想定し、入口冷却水の温度は 568K とした評価では、Li / Be 混合粒領域と構造

材料の最高温度はそれぞれ 1,119K と 817K と評価され、許容範囲を満たした[59]。高温ガス

炉の健全性についての研究では、 HTTR の最高燃料温度は安全のために 1,768K に制限され

ており、通常の運転では最大 1,765K であることが確認された[60]。さらに、Li ロッドを搭

載した高温ガス炉の核熱に関する実現性についての研究では、最高燃料温度は 1,746K と制

限値よりも低いため、LiAlO2は溶融しないと分かった[61]。以上の研究と同様、核反応熱に

よる Li ロッドの温度分布を評価し、Li ロッドのトリチウム閉じ込め性能への影響を評価す

ることは重要である。 

本章では 6Li(n,α)T 反応による核反応が HTTR 及び GTHTR300 用 Li ロッドのトリチウム

閉じ込め性能に及ぼす影響を評価する。トリチウム製造量を Li ロッドの発熱量に換算し、

Li ロッド内部径方向の温度分布を求め、それを考慮したトリチウム流出量を評価する。減

速材温度に対する HTTR 用 Li ロッドの T 流出量、トリチウム分圧、Zr のトリチウム吸収率

を評価することでトリチウム流出量が変化する原因を明らかにする。 

 

5-2 計算モデル 

 本研究では、HTTR 及び GTHTR300 用 Li ロッドを想定し、核燃焼計算によりトリチウム

製造量を求めた。このトリチウム製造量を発熱量に換算し、熱伝導方程式により温度分布を

求め、その値を拡散係数及び溶解度係数、トリチウムバランス式に使用した。詳細を以下で

説明する。 
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5-2-1 Li ロッドモデル及び核燃焼計算 

  HTTR 用 Li ロッド設計は図 3-3 の通りである。一方、GTHTR300 用 Li ロッドは、アル

ミナ層の厚みが工業的に製造しやすい数値となり、無理なく 360 日の運転で 800 g トリチ

ウムの製造が可能になる設計を想定した。図5-1はGTHTR300用Liロッドの構造を示す。

直径、高さ、Zr 層の厚みは図 3-4 から変更せず、アルミナ層の厚みを 6.3 mm、LiAlO2を

厚み 2.5 mm、中空部半径を 12.2 mm に変更した。核計算の流れは 3 章と同様である。核

計算コード、核データはそれぞれ MVP-BURN、JENDl-4.0 を用いた。HTTR と GTHTR300

の減速材温度はそれぞれ平均減速材温度 1,140 K、1,190 K に設定した。出力は最大(30 MW, 

600MW)とした。ステップ日数及び中性子発生数の設定は節 4-2 と同様である。 

 

5-2-2 核反応熱を考慮した温度分布及びトリチウム流出モデルへの適用 

本評価で想定した核反応熱は 6Li(n,α)T 反応のみである。核反応熱を以下の式を用いて

トリチウム製造量から換算した。 

𝑞′′′ =
𝑛

𝑉𝐿𝑖𝑁𝐴
𝑄,              (5-1) 

q'''、n、VLi、Q はそれぞれ、体積当たりの核反応熱(W/m3)、Li ロッド 1 本当たりのトリ

チウム製造量(mol/s)、LiAlO2 層の体積、アボガドロ数、6Li(n,α)T 反応の Q 値(J)である。

円筒体系の定常熱拡散方程式を、q'''を代入して解き Li ロッド径方向の温度分布を評価し

た。 

1

𝑟

𝜕

𝜕𝑟
(𝑘𝑟

𝜕𝑇

𝜕𝑟
) + 𝑞′′′ = 0,             (5-2) 

r、k、T はそれぞれ半径方向の距離(m)、1,073K における各層の熱伝導率(W/m K)、温

度(K)である。燃料ブロック中のLiロッドはHeガスと共に黒鉛製の蓋で密封されている。

従って、本検討では Li ロッドと燃料ブロック間の He ガスの存在を考慮した。使用した

熱伝導率は表 5-1 の通りである[62-66]。Zr の熱伝導率は Ni の値より小さいため、純粋な

Zr の熱伝導率を Ni 被覆 Zr の熱伝導率として採用した。本評価ではアルミナ層から黒鉛

ブロックへの輻射伝熱を考慮した。輻射熱はステファン・ボルツマンの法則を用いて評価

した。 

𝑞 = 𝜀𝜎𝐴𝑜𝑢𝑡(𝑇𝐴𝑙
4 − 𝑇0

4),                      (5-3) 

  q、ε、σ、Aout、TAl、T0はそれぞれ、輻射熱(W)、放射率、ステファン・ボルツマン定数

(W/m2 K4)、アルミナ層側面の表面積(m2)、アルミナ層外部表面温度(K)、減速材温度(K)で

ある。輻射により Li ロッドに面する黒鉛ブロックの温度は上昇しないものとした。アル

ミナの放射率は 0.5 とした[67]。 

以上の手法で求めた温度分布の内、中空・粒状 Zr 領域の温度を拡散方程式の溶解度係

数、透過係数、トリチウムバランス式の温度に当てはめた。拡散現象において溶媒が温度

分布を持つ場合、見かけの拡散係数は小さい値に律速するが、今回は保守的な評価を行う

ためにアルミナ層内側境界の温度をアルミナの拡散係数と溶解度係数に適用した。 



73 

 

5-3 トリチウム製造量の確認及び発熱量の評価 

 図 5-2 は HTTR 及び GTHTR300 の 360 日運転における累積トリチウム製造量及び実効増

倍率(keff)である。360 日運転後の HTTR 及び GTHTR のトリチウム製造量及び keff はそれぞ

れ 30.4 g/y、807.3 g/y、1.028、1.020 になる。GTHTR300 の keffは 3 章の評価と同様に HTTR

よりも急激に低下する。これらのトリチウム製造量から HTTR 及び GTHTR のロッド一本

当たりのトリチウム製造速度は、それぞれ2.17 × 10−9 g/s 、1.20 × 10−8 g/s となった。ト

リチウム製造速度を発熱量に換算すると 333 W 及び 1,845 W になる。よって、HTTR と

GTHTR300 用 Li ロッド中の LiAlO2 層体積はそれぞれ2.79 × 10−5 m3 1.97 × 10−4 m3 であ

る。6Li 原子は LiAlO2 層全体に一様に存在すると仮定し、体積当たりの発熱量 q'''(W/m3)を

求めると、それぞれ1.20 × 107 W/m3 及び9.36 × 106 W/m3と評価された。この q'''を用いて

次節で温度分布を評価した。 

 

5-4 HTTR 用 Li ロッドの温度分布及びトリチウム流出量 

 節 5-3 で評価した q'''、式(5-2)、式(5-3)用いて、HTTR 用 Li ロッドの内部径方向の温度分

布を評価した。図 5-3 に HTTR 用 Li ロッドの温度分布を示す。核反応熱を考慮しない場合、

温度分布は一定でとなり減速材温度 1,140 K になる。核反応熱を考慮すると最高温度は中

空・粒状 Zr 領域で 1,173 K(33 K 上昇)となり、Li ロッド中心から離れるにつれて温度が低下

した。定常状態の中空・粒状 Zr 領域の温度分布は、熱拡散方程式の解により材料形態に依

存する有効熱伝導率によらず一様になった。照射により LiAlO2、Zr、アルミナ層の有効熱伝

導率が低下すると、その領域の温度が上昇する。He の熱伝導率は低く温度ギャップとして

働くため、温度分布は He 領域で最も低下する。360 日運転後の HTTR 用 Li ロッド 450 本の

トリチウム製造量及び核反応熱考慮/非考慮時のトリチウム流出量を図 5-4 に示す。核反応

熱を考慮しない場合、トリチウム流出量とその流出率はそれぞれ 5.03 × 10−1 g、1.66 %に

なった。核反応熱を考慮したトリチウム流出量及び流出率はそれぞれ 3.54 × 10−1 g、1.17%

になった。これより、核反応熱によりトリチウム流出量は 29.6％低下した。 

 

5-5 GTHTR300 用 Li ロッドの温度分布及びトリチウム流出量 

 同様に GTHTR300 用 Li ロッドの温度分布を評価した。図 5-5 にその温度分布を示してい

る。核反応熱を考慮しない場合、温度分布は一定の 1,190 K になる。核反応熱を考慮した場

合の最高温度は中空及び粒状 Zr 領域で 1,232 K(42 K 上昇)になった。大きな核反応熱は単純

に最高温度を上昇させ、体積が大きい物質は一般的に保温性が高いため、HTTR 用 Li ロッ

ドの場合より温度が上昇したと思われる。図 5-6 も 360 日運転度の GTHTR300 用 Li ロッド

2,160 本のトリチウム製造量及び核反応熱考慮/非考慮時のトリチウム流出量を示す。核反応

熱を考慮しない場合のトリチウム流出量とトリチウム流出率はそれぞれ2.67 × 10−1  g、

3.31 × 10−2%になった。HTTR の場合よりトリチウム製造量は多いが、より多量の Zr を装

荷するため GTHTR300 用 Li ロッドのトリチウム流出量は HTTR より低い。核反応熱を考慮
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した場合のトリチウム流出量及び流出率は1.74 × 10−1 g、2.16 × 10−2%になった。核反応熱

によりトリチウム流出量は 34.8%低下した。その減少幅は HTTR を上回ったのは GTHTR300

の核反応熱による温度上昇幅が HTTR の場合より大きく、Zr のトリチウム吸収性能がより

向上したためだと考えられる。 

 

5-6 定常状態に到達する時間の確認 

 上記の結果は定常状態の温度分布の基に評価した値であるため、仮に過渡状態の期間が

長ければトリチウム流出量に影響を及ぼす可能性がある。温度分布が定常状態に到達する

までの大まかな時間を確認するために、熱が Li ロッド外部に伝達しないと仮定した際の Li

ロッド全体が最高温度に到達する時間を評価した。表 5-2 は各層のモル比熱を示している

[63, 64, 68, 69]。HTTR と GTHTR300 用 Li ロッドの熱容量はそれぞれ約 295、5652 J/K と計

算された。各ロッドの温度が 33、42 K 上昇した場合、所要時間はそれぞれ 29、128 s にな

った。従って過渡状態である期間は運転時間より非常に短いため、その影響を無視できる。 

 

5-7 核反応熱がトリチウム流出量に影響を及ぼす原因 

 HTTR、GTHTR300 用 Li ロッド 1 本の 360 日運転後のトリチウムマスバランスを表 5-3

に示す、核反応熱を考慮すると両 Li ロッドで中空部・アルミナ層中のトリチウム量が低下

するため、トリチウム流出量が減少している。これは Zr 中のトリチウム量が増えたことを

意味する。トリチウム流出量が低下する原因を解析するために減速材温度に対する核発熱

を考慮しない HTTR 用 Li ロッドのトリチウム流出量、トリチウム分圧、Zr のトリチウム吸

収率を評価した。図 5-7 はトリチウム閉じ込め機構としてアルミナのみを使用した場合、も

しくは Zr を使用した場合における、減速材温度 770-1,176 K に対する 360 日運転後の HTTR

用 Li ロッドのトリチウム流出率及びトリチウム分圧を表す。Zr を使用しない場合、アルミ

ナ層の厚みを 2.0 mm とした。Zr の百分率は Zr 層と粒状 Zr の装荷率を示している。その装

荷率が 100 %である場合、Li ロッドに装荷されている Zr 量は図 3-3 の設計と同一であり、

節 5-4 の評価と一致する。図 5-8 は図 5-7 の評価に基づいた 770-1,176 K におけるトリチウ

ム製造量に対する Zr のトリチウム吸収率を示している。アルミナ層のみを Li ロッドに使用

した場合、減速材温度の上昇に伴いトリチウム流出率は増加する。これはアルミナの水素透

過係数が温度と共に増加するためである[42]。 

Zr を考慮した場合、Zr の水素透過係数(トリチウム吸収性能)も温度と共に増加するため

[53]、温度上昇と共にトリチウム吸収率は上昇する。減速材温度が 770 Kから増加した場合、

トリチウム流出率は温度と共に増加した。これは Zr のトリチウム吸収性能の向上はアルミ

ナ層の水素透過係数の上昇を下回ったためである。トリチウム流出率は 900~1025 K でピー

クに達し、更なる温度上昇によりトリチウム分圧と共に低下した。これは 900~1025 K 以降

の Zr のトリチウム吸収性能の向上がアルミナ層の水素透過係数の上昇を上回った事を示し

ている。Zr のトリチウム吸収率は Zr 装荷率に比例するため、装荷率が 100%より低下する

とそのピーク温度が上昇した。 
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 概して、Li ロッドからのトリチウム流出量は核反応熱による Li ロッドの温度上昇により

減少した。図 5-3 に示されているアルミナ層と Zr の温度差の影響が小さいので、核反応熱

による HTTR の Li ロッドからのトリチウム流出量の変化は図 5-7 にほぼ一致すると予想さ

れる。HTTR 用 Li ロッドから流出するトリチウムは Zr 装荷率が 100%、減速材温度が 900 

K 以上の場合、核反応熱により減少する。核反応熱により GTHTR300 に装荷した Li ロッド

のトリチウム流出量が低下したため、その平均減速材温度は十分に高い。 

 

5-8 まとめ 

 本章ではトリチウム製造時に生じる 6Li(n,α)T反応による核反応熱が Liロッドのトリチウ

ム閉じ込め性能に及ぼす影響を評価した。6Li(n,α)T 反応により生じる熱により、Li ロッド

内部径方向に中心軸をピークとする温度分布が生じる。HTTR 用 Li ロッドの温度は中空・

粒状 Zr 領域で 33 K 上昇した。この温度分布を考慮するとトリチウム流出量は 29.5%低下し

た。GTHTR300 の場合では Li ロッドの温度は中心部分で 42 K 上昇し、トリチウム流出量は

34.8%低下した。減速材温度に対する HTTR 用 Li ロッドのトリチウム流出率を評価したと

ころ、トリチウム流出率は温度上昇により増加し、900 K を超えると減少した。従って、

HTTR の減速材温度は 1,140 K であるため、核反応熱により Li ロッドの温度が上昇すると

Zr のトリチウム吸収性能(水素透過係数)の上昇がアルミナ層の水素透過係数の上昇を上回

り、結果としてトリチウム流出量が減少した。GTHTR300 用 Li ロッドのトリチウム流出量

は核反応熱により減少したため、GTHTR300 の平均減速材温度は核反応熱によりトリチウ

ム流出量が低下する条件を満たした。Li ロッド装荷領域に He 冷却材を循環させると、アル

ミナ層の冷却によりトリチウム流出量はさらに減少する可能性がある。 

以上の結果は核反応熱がトリチウム流出に及ぼす影響を初めて指摘したものであり、今後

のトリチウム閉じ込め性能の向上に関する検討に貢献する。 

 本検討では 6Li(n,α)T 反応のみを考慮したが、実際の中性子照射時には別の核反応も生じ

る。例えば 28Al 原子は中性子照射によりアルミナ層内で生成され、短い半減期のために強

い放射能を持つ。28Al の生成及び崩壊による核反応熱により温度分布が変化する可能性があ

る。従って、中性子照射により生じる別の核反応を考慮する妥当性を確認する必要がある。 

Li ロッドの温度分布とトリチウム閉じ込め性能は、各層の材料と中性子束、照射損傷と

の相互作用により影響を受ける可能性がある。タングステンの水素拡散は照射損傷による

トラップ効果のために遅延されると報告されている[70]。一方、アルミナへの照射により水

素拡散が促進されることも報告されている[71]。熱伝導率については中性子照射により

LiAlO2 中に欠陥や空孔が多く観測されているため[72]、熱伝導率が低下する可能性がある。

照射による影響は現在の研究段階では完全には理解されていない。しかし、トリチウム製造

時の運転時間が短く(360 日)、高温ガス炉の中性子束は小さいので、照射による深刻な問題

は発生しない可能性がある。中性子照射による影響を確認するために HTTR における照射

試験を行う必要がある。 
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表 5-1 Li ロッド各層の熱伝導率 

 LiAlO
2
 Zr Al

2
O

3
 He Ni 

Thermal conductivity 

(W/m K) 
3.96 22.8 6.34 0.375 73.7 
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表 5-2  Li ロッド各層のモル比熱 

アルミナ(Al2O3)の値は比熱容量から換算した 

 LiAlO
2
 Zr Al

2
O

3
 He 

Molar heat capacity 

(J/mol K) 
102.7 33.5 123.1 20.8 
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表 5-3  Li ロッドのトリチウムマスバランス 
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図 5-1  GTHTR300 用 Li ロッドの設計 
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図 5-2  HTTR 及び GTHTR300 の 360 日運転における 

トリチウム製造量及び実効増倍率(keff) 
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図 5-3  HTTR 用 Li ロッドの温度分布 

核反応熱量は 1 本当たり 333 W、最高温度は中空及び粒状 Zr 領域で 1,173 K 
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図 5-4  HTTT 用 Li ロッド 450 本のトリチウム製造量及び 

核反応熱考慮/非考慮時のトリチウム流出量 

 核反応熱によりトリチウム流出量は 29.6%減少 
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図 5-5  GTHTR300 用 Li ロッドの温度分布 

核反応熱量は 1 本当たり 1,845W、最高温度は中空及び粒状 Zr 領域で 1,232 K になる 
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図 5-6  GTHTR300 用 Li ロッド 2,160 本のトリチウム製造量及び 

核反応熱考慮/非考慮時のトリチウム流出量  

核反応熱によりトリチウム流出量は 34.8%減少 
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図 5-7  770-1,176 K における HTTR の 360 日運転後の 

トリチウム流出率及びトリチウム内圧  

Zr の百分率は Zr 層と粒の装荷率を表しており、100%は節 5-4 と同じ条件 
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図 5-8 図 5-7 の評価に基づいた 770-1,176 K における 

トリチウム製造量に対する Zr のトリチウム吸収率 
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第 6 章 まとめ 

 

6-1 総括 

 重水素-トリチウム(DT)核融合炉においては、主燃料であるトリチウムを人工的に製造す

る必要があるため、核融合炉の運転を行いながらトリチウムを製造することが基本的な考

え方である。しかし、運転開始前には初期保有分のトリチウムを用意する必要がある。ITER

で必要とされるトリチウムは CANDU 炉から供給される予定であるが、その後に建設され

る DEMO 用のトリチウム調達法は明確にされていない。初期保有トリチウム量は数 100 g

から 2,960 g の範囲で推定されている。国外では重水炉や軽水炉によるトリチウム製造実績

があるが、日本ではトリチウムを製造する手段は存在しない。そこで、高温ガス炉に Li 化

合物を装荷することによる、6Li(n,α)T反応を利用したトリチウム製造法が提案されている。

高温ガス炉の標準設計では、運転に伴う反応度の低下を補填するために用いられる 10B を可

燃性毒物とした B ロッドを燃料ブロックに装荷する。この 10B を 6Li へ置き換え、トリチ

ウム吸収体である Zr と共にアルミナ円筒に封入した Li ロッドを装荷することを検討して

いる。10B と 6Li の中性子吸収断面積と装荷量は異なるため、BP の変更による炉心核特性へ

の影響を把握する必要がある。高温ガス炉の既存の設計を維持する観点において、Li ロッ

ドから炉内へのトリチウム流出量を最小限に抑える事は重要な課題であるため、トリチウ

ム製造性能のみならずトリチウムの閉じ込め性能も重要な Li ロッドの性能となる。現在、

HTTR を用いたトリチウム製造実証試験の計画を進められている。 

本研究は高温ガス炉を用いた核融合炉用トリチウム製造の実現のために、核反応熱と BP

特性に着目した Li ロッドの性能及び装荷法を検討し、HTTR で実施する照射試験法を提示

することを目的とした。HTTR と GTHTR300 の BP を 10B(B ロッド)から 6Li(Li ロッド)へ変

更した場合の炉心核特性への影響を評価し、Li ロッドのトリチウム製造・閉じ込め性能を

検証するための照射試験体に関する検討を行った。また、6Li(n,α)T 反応による核反応熱が Li

ロッドのトリチウム製造及び閉じ込め性能に及ぼす影響を評価した。 

第 1 章では、核融合炉の研究開発及びトリチウム調達法についての現状を述べ、主な研究

対象である高温ガス炉(HTTR 及び GTHTR300)、及び高温ガス炉を用いたトリチウム製造法

の特徴についてまとめた。トリチウム製造に関する研究の経緯、現況、本研究の目的を述べ

た。 

第 2 章では、現在検討している Li ロッドと製作方法について解説した。トリチウム製造

量と炉心核特性の計算に用いる中性子輸送計算モンテカルロコード MVP-BURN、Li ロッド

内のトリチウム挙動を解析するための拡散方程式及び同方程式に基づくトリチウム流出量

の評価法について説明した。 

第 3 章では BP を 10B(B ロッド)から 6Li(Li ロッド)に変更した際の炉心核特性に及ぼす影

響を明らかにするために、MVP-BURN を用いて HTTR と GTHTR300 に B ロッド又は Li ロ

ッドを装荷した際の実効増倍率を評価した。また、実効増倍率の特性を改善する Li ロッド
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装荷法について検討した。B ロッドを装荷した高温ガス炉の実効増倍率は、360 日の運転期

間では緩やかに増加する。一方、Li ロッドを装荷した場合、実効増倍率は運転開始直後では

B ロッドの場合より高く、時間と共に低下する。これは、6Li の中性子吸収断面積が 10B の

1/4 程度であるため、より多くの 6Li を装荷する必要があり、結果として未燃焼 6Li 割合が高

くなることが原因である。従って、運転初期では Li ロッドの負の反応度は B ロッドより小

さいが、時間経過に伴う減少幅も小さくなり、運転後期では B ロッドの負の反応度を超え

る。GTHTR300 では特に 6Li 装荷量が多いため、未燃焼 6Li の割合が高くなり、運転後期に

過剰な負の反応度が印加されることで実効増倍率は HTTR より急激に減少する。Li ロッド

を装荷した高温ガス炉が原子炉として成立するには、運転初期の実効増倍率を抑え、実効増

倍率の変化をできるだけ小さくする必要がある。実効増倍率の特性を改善するために一本

当たりの LiAlO2装荷量を減らし、GTHTR300 の反射体領域に Li ロッドを追加すると 6Li 燃

焼効率が向上し、最大トリチウム製造量が増加した。ここで一部の Li ロッドを B ロッドに

戻すと、年間 800 g のトリチウム製造量を維持しつつ運転初期の実効増倍率が抑制され、運

転に伴う実効増倍率の減少も緩やかになった。従って、Li ロッドと B ロッドを併用するこ

とで、Li ロッドを装荷した高温ガス炉は原子炉として成立する可能性が示された。トリチ

ウム製造量を増やすことに関しては運転時の余剰反応度を Li 制御棒で抑える事で

GTHTR300 の年間トリチウム製造量を最大 390 g 向上できる可能性がある。以上の結果は今

後の高温ガス炉を用いたトリチウム製造法の性能改善の検討に対して有用な知見を提供す

る。 

第 4 章では HTTR を用いた Li ロッドのトリチウム製造及び閉じ込め性能を検証するため

の照射試験体に関する検討を行った。照射試験は HTTR に備わる照射カラム(照射領域)にお

いて、温度を 1,170 K に保った上で 30 日間照射することを想定した。照射試験体は試験用

Li ロッドをアルミナ製のトリチウム流出防止カバーで覆った構造を持ち、4 本の照射試験体

を一つの照射ブロックに装荷することを想定した。年間 30 g のトリチウムを製造できる

HTTR 用 Li ロッド及びそれを基準に複数の試験体を設計した。又、各試験体のトリチウム

製造量と流出量を比較することで HTTR 用 Li ロッドを構成する LiAlO2 層、Zr 層、アルミ

ナ層の性能を検証する試験法を検討した。この試験では HTTR 用 Li ロッドに加え、LiAlO2

層厚みが半分の Li ロッド、Zr を使用しない Li ロッド、Zr 不使用かつアルミナ層の厚みが

5 倍の試験用 Li ロッドを含む試験体を用いることで各層の性能を検証する実験を行う。こ

の検討により今後実施するトリチウム製造実証試験における試験内容の基本的な考え方を

初めて提示した。 

第 5 章ではトリチウム製造時に生じる 6Li(n,α)T 反応による核反応熱の発生が Liロッドの

トリチウム閉じ込め性能に及ぼす影響を評価した。核反応熱により HTTR 及び GTHTR300

用 Li ロッド内部径方向に温度分布が生じ、それぞれの Li ロッド温度は中心軸で最大 33 K、

42 K 上昇した。この温度分布を考慮してトリチウム流出量を評価したところ、HTTR 及び

GTHTR300 のトリチウム流出量はそれぞれ 29.5 %、34.8%減少した。減速材温度に対する
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HTTR 用 Li ロッドのトリチウム流出率を評価したところ、トリチウム流出率は温度上昇に

より増加し、900 K を超えると減少した。従って、HTTR の減速材温度は 1,140 K であるた

め、核反応熱により Li ロッドの温度が上昇すると Zr のトリチウム吸収性能(水素透過係数)

の上昇がアルミナ層の水素透過係数の上昇を上回り、結果としてトリチウム流出量が減少

した。また、GTHTR300 用 Li ロッドのトリチウム流出量は核反応熱により減少したことか

ら、GTHTR300 の平均減速材温度は核反応熱によりトリチウム流出量が低下する条件を満

たした。同結果は核反応熱がトリチウム流出に及ぼす影響を初めて指摘したものであり、今

後のトリチウム閉じ込め性能の向上に関する検討に貢献する。 

 

6-2 今後の展望 

 最初の照射試験を実施する際には、実際の装荷領域と照射条件に適した大きさと構造の

試験体を製作する必要がある。又、蓋を確実に接合することで接合部からのトリチウム流出

を防ぐ。試験前には振動や衝撃が与えられることを見越して強度試験を行う必要もある。照

射試験では多くの試験体を同時に照射できると考えられているため、多種多様な試験内容

を検討が行われている。 

試験後に取り出した試験体を九州大学伊都アイソトープセンター等にてトリチウム量を

測定し、最重要項目である LiAlO2 の装荷量に対するトリチウム製造量、Ni 被覆 Zr のトリ

チウム吸収性能、アルミナ層のトリチウム閉じ込め性能と接合部の気密性を検証する予定

である。試験によって得られたデータや問題点を基に Li ロッド構造の改良やトリチウム製

造量・流出量評価法の改善などを行う。その後燃料ブロックに装荷する大きさの Li ロッド

を用いた照射試験を実施する予定である。 

照射試験に関する研究と並行して、実際に高温ガス炉でトリチウムを製造するための最

適化を行う必要がある。現在想定しているトリチウム製造方法では高温ガス炉の全燃料ブ

ロックの BP 孔に同じ設計の Li ロッドを装荷しており、HTTR では 450 本、GTHTR300 で

は 2,160 本もの Li ロッドを使用することが前提になっている。従って、トリチウム製造量

を維持しつつ装荷本数を削減するための検討は有効な最適化の一つになる。また、その研究

の進展次第でトリチウム製造用に高温ガス炉の炉心構造を大幅に変更することが推奨され

る可能性がある。運転後には Li ロッドを燃料ブロックからの引き抜くため、Li ロッドに取

所等を備える必要がある。 

高温ガス炉運転の観点より、運転中の実効増倍率の特性を標準仕様における特性と同等

にすることが要求されるため、B ロッドを併用するなどの手法を用いて実際の運転が可能な

炉心設計を行う必要がある。また、燃料のシャッフリングや Li ロッドを装荷した地点の燃

料状態を考慮した運転、標準運転に戻す際の炉心設計についての検討も必要である。 

本研究では今後建設される高温ガス炉商業炉は GTHTR300 であると仮定したが、国内で

建設される高温ガス炉商業炉の設計が変更される可能性がある。従って高温ガス炉の導入

計画と今後選定される高温ガス炉商業炉に応じてトリチウム製造計画の修正を行う必要が

ある。 
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